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平成29年度多様な入札契約方式モデル事業
支援結果（小中学校等空調設備一斉更新事業）

東京都板橋区



多様な入札契約モデル事業の支援フロー

空調設備更新事業の進捗状況（スケジュール）に応じて支援範囲を設定して実施
板橋区では以下のフローで支援を実施

７ 発注者による事業の推進

支援範囲

１ 応募事業の概要確認

２ 発注者が抱える課題、ニーズの抽出
コスト、スケジュール及び品質に関する課題抽出
入札契約方式選定、発注者体制及び事業者選定に関する課題抽出

事業の規模、進捗状況等
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３ 課題整理と解決の方向性
重要課題を設定し、解決の方向性を検討

４ 入札契約方式の検討
直営方式における多様な入札契約方式を深掘り

５ 適切な事業者選定のための参考資料を提供
事業者選定資料（案）、基本計画書（案）等の参考資料の提供

６ 学校空調更新事業 全体計画（案）として整理
学校への空調設備の更新事業について、「更新事業全体計画」として整理



事業の概要

発注者による
事業推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題、ニーズ

の抽出 課題整理と解決の方向性 入札契約方式の検討 事業者選定のための参
考資料等を提供
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事業名称・建設場所 板橋区 小中学校等空調設備一斉更新事業

構造・規模 全７８施設（小学校５２校、中学校２３校、幼稚園2園、特別支援学校１校）
※１２施設がモデル事業の支援対象〈６４施設は、板橋区の決定により従来方式（リース方式）で発注予定、２施設は閉校〉

事業費（予定） 約７７億円 （機器費、工事費、撤去費、その他経費、消費税込）

事業完了予定 平成３２年度末（一部、平成３４年度末）

現在のステイタス 入札契約方式の検討中

今後のスケジュール 平成３１年度：実施設計、発注 平成３２年度：施工

発注スキーム 支援結果を基に継続して平成３０年度に入札契約方式を検討

事業関与者 設計者、施工者、維持管理者とも未定（今後選定）
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全国公立小中学校の普通教室・特別教室 空調設備の新設数と更新数の予想グラフ

新設数 更新数（1回目） 更新数（2回目） 設置率
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全国公立小中学校の普通教室・特別教室は820,532教室あり、平成29年時点で空調設備を設置してい
る教室は342,267教室（41.7％）です。今後新設数は増え、さらに更新数も増加することが予想されます。

※１：各数値は「公立学校施設の空調（冷房）設備設置状況調査（平成29年4月1日）」（文部科学省）を基に支援者で推定
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先行設置の教室
で更新が始まる
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が始まる

（予想）

（予想）
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空
調
設
備
の
設
置
率

発注者による
事業推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題、ニーズ

の抽出
事業者選定のための参
考資料等を提供

事業の概要

■ 全国の空調設備の設置状況

課題整理と解決の方向性 入札契約方式の検討



発注者が抱える課題、ニーズの抽出

課題 詳細

品質 多拠点施設の同時施工における品質の均一化
故障時に速やかな修繕が可能な維持管理体制の構築

コスト イニシャルコスト、ランニングコストの抑制を実現
機器調達における透明化とスケールメリットによるコストの削減

地元企業の
活用と育成

地域産業活性化、技術者育成のため地元企業の活用
オリンピック、パラリンピック関連工事が進捗する中での応札者の確保

板橋区の体制 発注、施工、維持管理段階での技術系職員不足
維持管理段階でのトラブル対応のための事務負担を軽減したい

責任区分 施工者と維持管理者の責任区分の調整が難しい
設計、施工、維持管理まで一貫した管理をしてほしい

スケジュール 早期に老朽化した空調設備を更新し、供用開始を行いたい
公平にするため一斉に更新したい

■ 板橋区小中学校等空調設備一斉更新事業における課題の整理・把握

板橋区における重要度の高い課題は以下の３点としてニーズを抽出
①品質の均一化と職員の負担軽減
②機器調達における透明化とスケールメリットによるコスト削減
③地元企業の活用と育成

「発注者の抱える課題」を整理・把握

発注者による
事業推進

支援
フロー
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応募事業の概要確認 発注者が抱える課題、ニーズ
の抽出

事業者選定のための参
考資料等を提供課題整理と解決の方向性 入札契約方式の検討



各入札契約方式を深堀りし、課題、検討事項の抽出を行う 5

発注者による
事業推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題、ニーズ

の抽出
事業者選定のための参
考資料等を提供
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従来方式 統括管理方式

工事の施工のみを発注する方式

機器調達について発注者が関与する方式

維持管理付工事発注方式

■概要
設計業務、施工、工事監理
業務は、それぞれ各事業者
に発注する。
維持管理業務は、毎年度
入札又は随意契約により決
定し発注する。

■概要
地元企業の管理、育成の
ため、代表会社に統括管
理業務を委託する。
維持管理業務は、毎年度
入札又は随意契約により
決定し発注する。

■概要
空調機器は、あらかじめ区
が代理店と調達金額を決
め、コストオン協定を結び、
代理店から工事会社に納
入する。
維持管理業務は、毎年度
入札又は随意契約により決
定し発注する。

■概要
空調機器は、あらかじめ区
が代理店から購入し、工事
会社に支給する。
維持管理業務は、毎年度
入札又は随意契約により
決定し発注する。

■概要
設計業務、工事監理業
務は、それぞれ発注し、施
工と維持管理業務を一
括して発注する。
維持管理業務は、複数
年契約方式になることが
考えられる。

売買契約
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品質均一化と職員負担軽減

多様な入札契約方式の比較
● 課題の整理と解決の方向性
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コストオン方式機器支給方式

①優先課題

品質均一化と職員負担軽減

課題整理と解決の方向性 入札契約方式の検討

課題整理と解決の方向性



入札契約方式の検討

多様な入札契約方式の深堀り 従来方式から、さらに職員の負担軽減のため、統括管理方式を検討

発注者による
事業推進

支援
フロー
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応募事業の概要確認 発注者が抱える課題、ニーズ
の抽出

事業者選定のための参
考資料等を提供

●効果
・地元企業が主体的に事業に参加できる

●検討事項
・地元企業の育成方法、学校間での品質の均一化
・区職員負担の軽減

従来方式 統括管理方式

●効果
・統括管理による施工品質の均一化、地元企業の育成
・窓口の一本化による区職員負担の軽減
●検討事項
・統括管理費の積算は工数による算出を想定
・統括管理の業務内容の明確化
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課題整理と解決の方向性 入札契約方式の検討

代表会社と統括管理契約を締結することで、窓口の一本化による区職員負担の軽減を期待



多様な入札契約方式の深堀り 統括管理方式の実施体制イメージ（施工段階）
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応募事業の概要確認 発注者が抱える課題、ニーズ
の抽出

事業者選定のための参
考資料等を提供

統括管理者の業務（代表会社）
• 総合会議開催
• 各工事会社の施工業務内容の進
捗確認、助言、是正指示

• 区及び工事監理者から各工事会
社への指示事項伝達

• 各工事会社から区及び工事監理
者への報告事項伝達

• 区及び工事監理者の検査のため工
事会社の準備補助、統括

監理技術者の業務
（代表会社及び各工事会社）
• 統括管理者への報告、是正指示
の履行

• 工事工程の管理、調整
• 総合仮設計画、搬出入計画
• 工事打合せの開催
• 安全衛生管理
• 施工図、製作図の作成
• 関連工事の総合調整
• 施工状況の確認、近隣対策
• 区及び工事監理者の検査対応
• 設計変更への対応
• 他、必要な施工管理業務

（統括管理者） 工事監理者

板橋区
施工管理

安全管理近隣対応

施工管理

安全管理近隣対応

施工管理

安全管理近隣対応

施工管理

安全管理近隣対応

学校対応

学校対応 学校対応 学校対応

Ａ校

Ｂ校 Ｃ校 Ｄ校

：統括管理

：工事監理

：施工管理

指示

報告

指示 指示 指示指示指示

指示・報告

課題整理と解決の方向性 入札契約方式の検討

入札契約方式の検討

統括管理方式は自社の監理技術者に対する統括管理についての透明性確保が課題

報告

指示

工事監理者の業務
• 工事監理方針の説明
• 設計図書の内容の把握等
• 設計図書に照らした施工図の検
討及び報告

• 工事と設計図書との照合及び確
認

• 工事と設計図書との照合及び確
認の結果報告等

• 工事監理報告書等の提出

施工管理

安全管理近隣対応

学校対応

E校

（監理技術者）

工事会社
（監理技術者）

工事会社
（監理技術者）

工事会社
（監理技術者）

工事会社
（監理技術者）

報告
報告

指示

報告

指示

代表会社

[課題]統括管理者が監
理技術者を管理するには、
同じ会社内であるため透明
性を確保する必要がある。

指示



多様な入札契約方式の深堀り ＣＭ方式の実施体制イメージ（施工段階）
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応募事業の概要確認 発注者が抱える課題、ニーズ
の抽出

事業者選定のための参
考資料等を提供

CM(ｺﾝｽﾄﾗｸｼｮﾝ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ)業務
※施工段階の発注者支援
• 工事会社の業務履行確認
• 工事監理者の業務履行確認
• 定例会議の出席、助言
• 発注者検査の立合い、助言
• 工事進捗状況の確認
• 課題の整理と解決への支援
• 設計内容、金額の変更管理
• コスト推移管理シート運用

監理技術者の業務
（代表会社及び各工事会社）
• 統括管理者への報告、是正指示
の履行

• 工事工程の管理、調整
• 総合仮設計画、搬出入計画
• 工事打合せの開催
• 安全衛生管理
• 施工図、製作図の作成
• 関連工事の総合調整
• 施工状況の確認、近隣対策
• 区及び工事監理者の検査対応
• 設計変更への対応
• 他、必要な施工管理業務

ＣＭｒ
（発注者支援）

工事監理者

板橋区
施工管理

安全管理近隣対応

施工管理

安全管理近隣対応

施工管理

安全管理近隣対応

施工管理

安全管理近隣対応

学校対応

学校対応 学校対応 学校対応

Ａ校

Ｂ校 Ｃ校 Ｄ校

：ＣＭ

：工事監理

：施工管理

指示

報告

確認
助言

指示指示指示

確認・助言

課題整理と解決の方向性 入札契約方式の検討

入札契約方式の検討

報告

指示

工事監理者の業務
• 工事監理方針の説明
• 設計図書の内容の把握等
• 設計図書に照らした施工図の検
討及び報告

• 工事と設計図書との照合及び確
認

• 工事と設計図書との照合及び確
認の結果報告等

• 工事監理報告書等の提出

施工管理

安全管理近隣対応

学校対応

E校

工事会社
（監理技術者）

工事会社
（監理技術者）

工事会社
（監理技術者）

工事会社
（監理技術者）

報告

報告

工事会社
（監理技術者）

指示確認・助言

品質の均一化と職員の負担軽減の更なる解決策として、ＣＭ方式を提案

確認
助言

確認
助言

確認
助言

報告

[更なる対応策] ＣＭｒ
が第三者として、工事監理
者、監理技術者の業務履
行確認、助言等を行う。



発注者による
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応募事業の概要確認 発注者が抱える課題、ニーズ
の抽出

事業者選定のための参
考資料等を提供

コストオン方式機器支給方式

多様な入札契約方式の深堀り 機器調達に関して発注者が関与する方式について、さらにコストオン方式を検討

●効果
・スケールメリットによるコストダウン、機器費の透明化
・工事会社が機器搬入の責任持つ、工事会社の売上になる
●検討事項
・機器費が決められるため、工事会社の意欲低下
・実績のないスキームのため、公共側が採用しにくい

●効果
・スケールメリットによるコストダウン、機器費の透明化
・実績のあるスキームのため、公共側で採用しやすい
●検討事項
・公共が機器支給の責任を持つ
・売上高が減るため、工事会社の意欲低下

工
事
会
社

工
事
会
社

工
事
会
社

地方公共団体

設
計
事
務
所

設
計
事
務
所

管
理
会
社

管
理
会
社

設
計
事
務
所

設
計
事
務
所

設
計
事
務
所

設
計
事
務
所

メーカー
代理店

設計委託契約

下請負契約

工事監理
委託契約

下請負契約

維持管理
委託契約

工事請負契約

売買契約

機器
支給

設計事務所 設計事務所 維持管理
会社

維持管理
フェーズ

施工
フェーズ

設計
フェーズ

地方公共団体

設
計
事
務
所

設
計
事
務
所

工
事
会
社

工
事
会
社

管
理
会
社

管
理
会
社

設
計
事
務
所

設
計
事
務
所

設
計
事
務
所

設
計
事
務
所

工
事
会
社

メーカー
代理店

維持管理
会社

設計委託契約

下請負契約

工事監理
委託契約

下請負契約

維持管理
委託契約

工事請負契約

売買契約

設計事務所 設計事務所

維持管理
フェーズ

施工
フェーズ

設計
フェーズ

コスト
オン
協定

課題整理と解決の方向性 入札契約方式の検討

入札契約方式の検討

機器調達価格をあらかじめ取り決めるコストオン協定を地方公共団体、工事会社、メーカー
代理店が締結することで、価格の透明化、スケールメリット、工事会社の売上高確保を期待



コ
ス
ト
オ
ン
方
式
の
フ
ロ
ー
（
例
）

施工工事会社の選定

多様な入札契約方式の深堀り コストオン方式の実施体制イメージと実施フロー

発注者による
事業推進

支援
フロー

10

応募事業の概要確認 発注者が抱える課題、ニーズ
の抽出

事業者選定のための参
考資料等を提供

◆コストオン協定書の主な内容（例）
• コストオン方式を行う物件名
• コストオン協定の締結者
• 工事会社は、板橋区とメーカー代理店とで
定めた金額にて機器を購入する

• 工事会社の業務内容、責任
• メーカー代理店の業務内容、責任
• メーカー代理店に対する施工上の指示
• 工事会社のコストオンフィー
• 機器金額を変更する場合
• 工事会社からメーカー代理店への支払条件
• 支払金額
• 瑕疵担保等の責任、事故の責任

工事会社

メーカー
代理店

板橋区

空
調
機
器
表

メーカー代理店の選定（技術提案方式の場合）

公募準備

募
集
要
項

選
定
基
準

公
募

提
案
書
の
提
出

提
案
書
の
評
価

代
理
店
の
決
定

機
器
価
格
の
決
定

機
器
価
格
の
公
表

公募準備

空
調
機
器
表

配
管
系
統
図

入
札

工
事
会
社
の
決
定

コ
ス
ト
オ
ン
協
定
締
結

工
事
請
負
契
約

着
工

配
管
平
面
図

工
事
会
社
が
機
器
発
注

代
理
店
が
機
器
納
品

機
器
据
付

工事会社 工事会社 工事会社 工事会社 工事会社

Ａ校 Ｂ校 Ｃ校 Ｄ校 Ｅ校 Ｆ校

：工事請負契約

：コストオン協定

：売買契約

工事
請負
契約

工事
請負
契約

工事
請負
契約

工事
請負
契約

工事
請負
契約

工事
請負
契約

売買
契約

売買
契約

売買
契約

売買
契約

売買
契約

機器調達価格
の決定

空
調
機
器
表

◆コストオン方式の想定されるメリット
• スケールメリットによるコストダウン
• 機器価格の透明化
• 工事会社が機器搬入の責任を持つ
• 工事会社の売上確保

課題整理と解決の方向性 入札契約方式の検討

入札契約方式の検討

機器搬入責任、工事会社の売上高確保についての解決策として、コストオン方式を提案



発注者による
事業推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題、ニーズ

の抽出
事業者選定のための参
考資料等を提供

優先付けされた板橋区の課題について、各入札契約方式をチェックリストにより評価

Ｈ30年度以降、本資料を基に引き続き板橋区で検討を続ける

■入札契約方式チェックリスト

板橋区の優先順位

（１）施工品質

（２）維持管理品質

（３）コスト

（４）地元企業の活用
と育成

（５）板橋区の体制

（６）責任区分

（７）スケジュール

11

入札契約方式

（１）従来方式

（２）統括管理方式

（３）機器支給方式

（４）コストオン方式

（５）維持管理付
工事発注方式

各項目ごとの特徴
（例）地元企業は元請
けとして受注することができ、
地域産業活性化に寄与
する。代表会社による統
括管理にて地元企業の
育成が期待できる。 など

課題整理と解決の方向性 入札契約方式の検討

入札契約方式の検討



事業者選定のための参考資料等を提供【ポイント①】

適切な事業者を選定するための標準的な募集要項、要求水準、基本計画図など参考資料（案）を
提供。今後、板橋区にて採用する入札契約方式により参考資料（案）を元にリバイスする

他自治体へのヒアリング結果も参考にし、事業者選定のための参考資料（案）を提供

発注者による
事業推進

支援
フロー

12

応募事業の概要確認 発注者が抱える課題、ニーズ
の抽出

事業者選定のための参
考資料等を提供

■事業者選定資料（案）

参考機器表室外機プロット図

見積条件を合わせ競争環境
創出、オーバースペックを防
止しコストダウン

搬出入経路を考慮し、学校側
の要望と調整された機器ス
ペースを提示

募集要項 事業者選定フロー

様式集

要求水準書 リスク分担表

保守点検表

選定基準

事業者選定までのフローと
スケジュールで進捗管理

リスク分担を提示し、
公平性と透明性を図る

品質確保、職員負担
の軽減を図る

維持管理業務の
品質向上を図る

地元企業の積極的
活用を促す

適切なスケジュー
ル、参加資格を検討

比較しやすい提
案資料の作成を
促す

配点ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

適切な評価点の配
分を設定する

課題整理と解決の方向性 入札契約方式の検討



板橋区での次回更新事業及び他の地方公共団体での導入・更新事業の資料としての活用を図る

学校の空調設備の更新事業について、「更新事業全体計画」として整理

発注者による
事業推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題、ニーズ

の抽出
事業者選定のための参
考資料等を提供
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事業者選定のための参考資料等を提供【ポイント②】

第２. 【ステップ１】現状の把握、課題の整理
1. 現状の把握、今までの経緯
2. 板橋区の課題整理、優先課題の抽出

更新事業全体計画書の構成

第１.学校空調の進め方
1. プロセスとステップの説明
2. 各ステップの概要

第６.【ステップ５】入札関係書類の参考例

第３.【ステップ２】空調システムの選択
1. ライフサイクルコスト、環境負荷を比較

2. メンテナンス性、施工性、信頼性、インフラへの
影響を比較

第４.【ステップ３】事業手法の選択
1. 直営方式及びPFI方式について比較を実施
2. 総事業コストを比較

3. スケジュール、品質、発注者体制、事業者選定
について比較

4. 優先課題に応じ総合評価により選択

第５.【ステップ４】入札契約方式の検討
1. 統括管理方式、機器支給方式、コストオン方式、

維持管理付き工事発注方式について比較

課題の整理
品質、コスト、
入札契約方
式、発注者体
制、事業者選
定、スケ
ジュール

全国小中学校、板橋
区の空調設備設置状
況を把握

【ステップ２】空調システムの選択

機器費の他、受変電設備の改修
コストやエネルギー自由化による
電気料金、ガス料金の変動を考
慮したライフサイクルコストを算出
しシミュレーションを実施

事業方式 直営方式 ＰＦＩ方式

イニシャルコスト
施設整備費
機器費用
空調工事
電気工事
共通費

設計費
工事監理費
管理費（職員）
ＳＰＣ設立費など
コンサル料

ランニングコスト
電気料金
ガス料金
メンテナンスコスト
管理費（職員）
ＳＰＣ運営費など

国庫補助金
交付金

資金調達コスト

13年総額
13年総額　現在価値換算
コスト削減効果　現在価値換算

設計 設計

施工 施工

工事監理 工事監理

維持管理 維持管理

資金調達 資金調達

設計事務所

維持管理会社

区

方式 直営方式 PFI方式（ＢＴＯ）

概要

実施主体

（２）施工品質

（１）スケジュール

設計事務所

PFI事業者

工事会社

（６）交付金

（４）地域活性化

（５）職員の事務負担

（３）維持管理品質

総合評価

（７）ライフサイクルコスト

（現在価値）

【ステップ３】事業手法の選択

直営方式、PFI方式な
どの総事業コストを算
出し事業費シミュレー
ションを実施

【ステップ１】現状の把握、課題の整理

事業費シミュレーション 事業手法総合比較表

【ステップ４】入札契約方式の検討

優先課題の
抽出

コスト、スケジュール、
品質、職員負担、地域
経済活性化などにより
総合評価を行う

募集要項
募集要項
募集要項
・スケジュール
・参加資格
・予定価格
・公募実施要領

募集要項
募集要項
要求水準
・要求仕様
・設計業務
・施工業務
・工事監理業務
・維持管理業務

募集要項
募集要項
選定基準
・選定プロセス
・審査項目
・評価の視点
・評価基準

募集要項
募集要項
様式集

・質疑回答書
・技術提案書
・誓約書
・見積集計表

【ステップ５】入札関係書類

直営方式における入
札契約方式を検討
優先課題に応じ選択

事業者選定のための
入札関係書類の参考
例を提示

統括管理方式 維持管理付工事発注方式

機器支給方式 コストオン方式

課題整理と解決の方向性 入札契約方式の検討



年
度

平成29年度（2017） H30年度
(2018)

H31年度
（2019）

H32年度
（2020）

H33年度
（2021）

H34年度
（2022）7 8 9 10 11 12 1 2 3

事
業
工
程

支
援
業
務
工
程

H30年度以降の
事業を円滑に進める
ための助言

発
注

14

入札契約方式の検討

支援のポイント

入札関係書類の作成

最適な入札契約方式検討
➀多様な入札契約方式の比較検討
②最適な事業スキームの検討

事業に関する情報の整理
➀事業の性格把握
②地域の実情把握

施工

更新事業全体計画の作成

設
計

発
注

直営方式の１２施設

維持管理

事業想定スケジュール

今後のスケジュール

施工 維持管理

施工

発
注

発
注

※板橋区において引き続き検討

入札契約
方式の検討

※単年度発注又は段階的発注は今後検討



平成29年度多様な入札契約方式モデル事業
支援結果（庁舎改修・改築事業）

長野県上田市



1

多様な入札契約モデル事業の支援フロー
●事業の進捗状況に応じて支援範囲を設定して実施
●上田市では以下の範囲で支援を実施

6 発注者による事業の推進

支援範囲

1 応募事業の概要確認
■事業の規模、進捗状況等

4 課題解決に向けた入札契約方式の検討
■各入札契約方式の特徴（効果または留意事項）の整理と本質的な課題の解決に効果的な方式の選択
■事業の特徴に合わせ、選定した入札契約方式に対する工夫の検討

5 事業実施段階における具体的な手法の検討
■事業のフローと各段階で必要な検討事項の整理
■事業の段階に応じた実施体制の検討
■事業のリスクの把握と対応策の検討

2 発注者が抱える課題の把握と課題検討範囲の整理
■地方公共団体の実情や発注者が抱える課題の抽出
■本質的な課題を特定するために、課題の深堀り検討が必要な範囲の確定

3 課題の検証による本質的な課題の明確化
■各課題の深堀り検証
■“発注者の不安“と”事業の課題“の仕分けによる本質的な課題の明確化



1.応募事業の概要確認
発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

事業名称・建設場所 上田市庁舎改修・改築事業 （長野県上田市大手一丁目5403番6 外）
工事内容 本庁舎の改築（既存庁舎Ｓ４２年竣工）、南庁舎の耐震補強及び改修（別途入札により工事調達予定、支援対象外）

構造・規模（新庁舎） 鉄骨造 地下1階・地上6階建、免震基礎構造 (想定）/ 延床面積：約10,000～13,000㎡ 敷地面積：8,271㎡

事業費 約74億円

事業完了予定 平成32年度末 竣工予定（開庁予定：平成33年6月）

現在のステイタス 基本設計中 （2018年1月 基本設計契約）

今後のスケジュール H30年9月末 入札公告予定、H31年1月 設計施工契約予定、H31年9月着工予定

発注スキーム 設計・施工一括発注方式（ＤＢ方式：入札型）＋技術協力タイプ+ＣＭ方式（基本設計途中段階から）

事業関与者
基本設計者:石本・第一設計JV
実施設計者（意匠予定）：石本・第一設計JV
実施設計・施工者（設計は意匠以外を予定）：今後選定 H30年12月末予定

計画イメージ

改修・改築計画

現庁舎
総合会館

カフェ

偕
行
社

至
善

通
寺

駅

課題解決に向けた
入札契約方式の検討

2



●標準より短めの設計及び工事期間しか確保できないため、財源確保の条件となるＨ32年度迄の工事完成が厳しい
公共施設等適正管理推進事業債の活用を前提としており、本庁舎の平成32年度迄の工事完成が必達

●限られた敷地内での解体を伴う現地建替え工事となり、工事中の市役所の利便性と安全確保を両立させる必要がある
解体工事、耐震補強工事時、新築工事が段階的に行われるため、安全かつ効率の良いローリング計画及び総合仮設計画の事前検討が必要

●基本構想で事業費とスケジュールを定めたが、不確定要素が多く、コストやスケジュールの妥当性に確信がもてない
早期に妥当な事業費やスケジュールを設定し、不調不落やスケジュールの遅延等のリスクの回避が必要

上田市が当初検討していた入札契約方式
● 設計・施工分離方式（従来型）
● 設計・施工一括発注方式（ＤＢ方式：入札型）
● 実施設計段階から施工者が関与する方式（ＥＣＩ方式）

主な期待：不落不調がなく、計画工期内で新庁舎が完成できる可能性への期待
早期に事業費が確定し、事業予算内で新庁舎が完成ができる可能性への期待

不安要素：上田市には過去の大規模工事にてＤＢ方式やＥＣＩ方式を実施した経験がない

2. 事業の課題解決に資する入札契約方式の選定に苦慮

Point 1. 課題の深堀り検証による”本質的な課題”の明確化（①スケジュール ②コスト ③施工難易度 ④事業実施体制）
Point 2. 候補の入札契約方式の各課題に対する効果の検証と最適な入札契約方式の選定
Point 3. 事業実施段階の具体的な手続きの検討と公募資料の作成支援
Point 4. 事業実施スケジュールの検討
Point 5. 事業の段階に応じた、最適な事業実施体制の検討

3. 入札契約方式選定に向けた支援の５つのポイント

1. 当初発注者が抱えていた事業の課題

2-1.発注者が抱える課題の把握と優先度の整理
発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

課題解決に向けた
入札契約方式の検討

3

多様な入札契約方式の導入に期待が
あるものの、過去に実施の経験がなく、
本当に期待する効果を得られる
方式の選定に不安を抱いている



●発注者の当初の要望と課題を、スケジュール・コスト・施工難易度・事業実施体制の視点で整理

① 現在の市役所を敷地内で建替えを行う計画であり、既存庁舎の一部を解体した跡
地において、既存の市役所での業務を継続しながら新庁舎の工事を行う必要があ
り、市役所利用者の安全確保と円滑な建設工事を両立させる必要がある。

② 現地建替えのため、限られた敷地内での最適なローリング計画が必要である。

① 現在の市役所を敷地内で建替えを行う計画であり、既存庁舎の一部を解体した跡
地において、既存の市役所での業務を継続しながら新庁舎の工事を行う必要があ
り、市役所利用者の安全確保と円滑な建設工事を両立させる必要がある。

② 現地建替えのため、限られた敷地内での最適なローリング計画が必要である。

２．コストに係る課題
① 基本構想段階で事業費を定めたが不確定要素が多く計画通りに進められるか不安。
② 限られた敷地内で発注者の要望通りの規模の施設建設や配置計画を行う事が難し

く、発注仕様として施設規模の確定に至っていない。（延床面積未確定）
③ 平成31年10月以降に消費税が10%に増税となることが想定されるため、増税対象

とならない平成31年3月までの工事請負契約を目指したい。

① 基本構想段階で事業費を定めたが不確定要素が多く計画通りに進められるか不安。
② 限られた敷地内で発注者の要望通りの規模の施設建設や配置計画を行う事が難し

く、発注仕様として施設規模の確定に至っていない。（延床面積未確定）
③ 平成31年10月以降に消費税が10%に増税となることが想定されるため、増税対象

とならない平成31年3月までの工事請負契約を目指したい。

１．スケジュールに係る課題
① 公共施設等適正管理推進事業債を活用するため、本庁舎の平成32年度内の工

事完成が必達で、不調不落等は回避したい。
② 設計スケジュール、工事スケジュールともに一般的な工程に比べ、余裕のない計画と

しているため、計画通りに進められるかどうか不安。
③ 免震構造を採用したいが、大臣認定等で時間がかかる。

① 公共施設等適正管理推進事業債を活用するため、本庁舎の平成32年度内の工
事完成が必達で、不調不落等は回避したい。

② 設計スケジュール、工事スケジュールともに一般的な工程に比べ、余裕のない計画と
しているため、計画通りに進められるかどうか不安。

③ 免震構造を採用したいが、大臣認定等で時間がかかる。

●当初発注者が抱いていた課題を深堀り検討し、“本質的な課題”を明確化していく

2-2.発注者が抱える課題の把握と優先度の整理
発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

課題解決に向けた
入札契約方式の検討
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３．施工難易度に係る課題

① 市組織内の建築技師が、多様な入札契約方式による設計・施工の経験が無く、要
求水準書や仕様書の作成に経験及びマンパワー不足について不安がある。

② 設計者・施工業者の他、地元業者の活用による地域経済への波及効果を期待。
③ 設計・施工一括(DB)方式の検討を行いたいが、設計者のモチベーションが下がら

ないか懸念がある。

① 市組織内の建築技師が、多様な入札契約方式による設計・施工の経験が無く、要
求水準書や仕様書の作成に経験及びマンパワー不足について不安がある。

② 設計者・施工業者の他、地元業者の活用による地域経済への波及効果を期待。
③ 設計・施工一括(DB)方式の検討を行いたいが、設計者のモチベーションが下がら

ないか懸念がある。

４．事業実施体制に係る課題

➡課題深堀りの視点
狭い敷地での解体及び地階を有する工事に対し、妥当な工事工程の検討
設計～申請～発注～工事までの総合工程を検証し、期限内の工事完成に必要な
条件を抽出

➡課題深堀りの視点
現地確認を行い、工事を行う際の留意点を洗い出し
想定しているローリング計画の検証を行い、段階施工に伴う仮設計画のスケジュー
ルやコストへの影響度の検討

➡課題深堀りの視点
現在の事業実施体制の把握と、多様な入札契約方式の導入による事業段階ごと
の事業実施体制の特徴の整理及び検討
ＤＢ方式の採用を想定した場合における、施工者の早期参画と設計者のモチベー
ションの確保について両立が可能か検討を行う

➡課題深堀りの視点
事業費検討経緯を確認し、基本計画段階として妥当な事業費が試算されているか
を確認（建物規模の想定・市況を踏まえた面積単価の想定・その他関連事業費
の抜け漏れなど）
入札契約方式の違いによる、工事請負契約締結時期の検討



月 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

議会月 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

設計

発注

設計

発注

設計

発注

H29年度

ＥＣＩ方式

施工

ＤＢ方式
[入札型］ 設計

施工

7～9 10～12 1～3

設計施工分離
（従来型）

施工

1～3 4～6 7～9 10～12 1～3 4～64～6 7～9 10～12
入札契約方式

年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度

基本設計（9M） 実施設計（9M）

本庁舎工事（22Ｍ）

発注

低層棟解体 (6M) 高層棟解

移
転

基本設計（9M） 実施設計（9M）

高層棟解

移
転

発注

設計への技術協力 契約議決

契約
議決

価格
協議

基本設計（9M）

低層棟解体 (6M)

発注

実施設計(9M)

低層棟解体 (6M)

契約
議決

本庁舎工事（22Ｍ）

高層棟解

移
転本庁舎工事（22Ｍ）

発注

随契

工事完成期限

◆工事工程の検証

3-1.課題の検証による本質的な課題の明確化（スケジュールの検討）

●当初計画での工期18ヶ月は、計画建物の特徴から再検証した結果、22ヶ月程度が妥当と判断（+4ヶ月）
●解体工事と本体工事の一体的な計画による仮設・ローリング計画の合理化で工期短縮を図れる可能性がある
●解体工事と本体工事のオーバーラップによる工期短縮の検討が必要

●計画建物は地階を有し条件が厳しい工事のため、工事期間の妥当性を再検証
●基本設計～工事完成までの総合工程を検討し、Ｈ32年度末迄に工事完成できる条件を検証

発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

課題解決に向けた
入札契約方式の検討
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◆総合工事工程の検討（上田市当初工程に工期検証結果を反映）
累計月

Ａ.上田市の当初
　　工事工程

Ｂ.支援事業者
　　による検討工程

準備

山留・構台杭打設

杭工事

掘削工事

地下躯体工事

地上躯体工事

仕上げ工事

検査

10-2 -1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 2211 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

1、２次掘削

準備

SMW・構台杭打設

アースドリル拡底杭

基礎地中梁、免震床、0節建方、１階床

地上鉄骨・床コン

B1階外周立上り壁

外装・内装工事、電気・設備工事

検査

地下工事期間 12.0ヶ月

検査

準備

22.0ヶ月

地上工事期間 9.5ヶ月

18.0ヶ月 +４ヶ月

当初計画の本体工事の工期18ヶ月であったが、地下躯体の工程等
を考慮すると、地盤状況が不明確な現時点では22ヶ月程度の工程
確保が妥当。

※当初の解体工事の想定期間6ヶ月は妥当と判断。
※当初の基本及び実施設計期間（各9ヶ月程度）は余裕がない期間
であるものの妥当な範囲と判断。

当初計画の本体工事の工期18ヶ月であったが、地下躯体の工程等
を考慮すると、地盤状況が不明確な現時点では22ヶ月程度の工程
確保が妥当。

※当初の解体工事の想定期間6ヶ月は妥当と判断。
※当初の基本及び実施設計期間（各9ヶ月程度）は余裕がない期間
であるものの妥当な範囲と判断。

●工事工程見直しの結果、どの入札契約方式であっても期限内の工事完成は厳しい事が分かった。
① 従来型では、解体工事を別途発注する事が前提であるため、解体工事と新築工事の一体的な仮

設計画による工程の合理化が困難となるため、これ以上の工期短縮が難しい。
② ECI方式では、価格協議後に工事契約を行う必要があり、解体工事の先行随意契約は出来ない。
③ ただし、ＤＢ方式においては、解体工事の掘削工程と本体工事の準備～掘削工程をオーバーラッ

プさせる事で工期短縮の可能性がある。

●工事工程見直しの結果、どの入札契約方式であっても期限内の工事完成は厳しい事が分かった。
① 従来型では、解体工事を別途発注する事が前提であるため、解体工事と新築工事の一体的な仮

設計画による工程の合理化が困難となるため、これ以上の工期短縮が難しい。
② ECI方式では、価格協議後に工事契約を行う必要があり、解体工事の先行随意契約は出来ない。
③ ただし、ＤＢ方式においては、解体工事の掘削工程と本体工事の準備～掘削工程をオーバーラッ

プさせる事で工期短縮の可能性がある。

【想定建物】 平面形状：30*60m/地下1階地上5階（根切GL-8m）/基礎免震/杭長 GL-20m

①

②

③
解体と本工事のオー
バーラップによる工期
短縮可能性あり

ECIでは価格決定前の
随意契約は出来ない

解体と本体工事が別発注の場合
一体的な計画による合理化が困難

上田市当初スケ
ジュールに反映



現庁舎

至
善

通
寺

駅

【基本構想：想定規模算定根拠】

13 茨城県稲敷市 市庁舎 9,241.09 地上4階地下1階 S/免震 2014年9月入札 4,942,690,000円 534,860円 1,768,140円 1,909,592円
14 茨城県坂東市 市庁舎 12,710.00 地上5階地下1階 RC 2014年11月入札 5,516,655,000円 434,041円 1,434,851円 1,549,639円
15 埼玉県草加市 市庁舎 4,054.00 地上5階 Ｓ 2014年11月入札 1,623,670,000円 400,511円 1,324,008円 1,429,929円
16 埼玉県秩父市 市庁舎 9,926.00 地上4階地下1階 RC 2014年12月入札 4,767,000,000円 480,254円 1,587,623円 1,714,633円

11,429.83 4,432,779,917円 406,111円 1,342,521円 1,449,922円
1 愛媛県伊予市 市庁舎 6,200.00 地上5階 RC/免震 2015年1月入札 3,172,400,000円 511,677円 1,691,503円 1,826,823円
2 福岡県飯塚市 市庁舎 18,284.28 地上8階 RC/免震 2015年1月入札 6,661,932,000円 364,353円 1,204,478円 1,300,836円
3 秋田県能代市 市庁舎 6,969.00 地上4階 RC/免震 2015年2月入札 2,974,906,440円 426,877円 1,411,170円 1,524,064円
4 茨城県日立市 市庁舎 25,000.00 地上7階地下1階 S/免震 2015年2月入札 ― 0円 0円
5 兵庫県洲本市 市庁舎 14,049.00 地上6階地下1階 RC/免震 2015年3月入札 3,836,571,000円 273,085円 902,764円 974,986円
6 島根県安来市 市庁舎 6,510.68 地上4階 SRC 2015年4月入札 2,576,624,000円 395,753円 1,308,282円 1,412,944円
7 福島県川俣町 町役場 4,324.54 地上3階 RC/免震 2015年5月入札 1,953,047,000円 451,620円 1,492,964円 1,612,401円
8 和歌山県新宮市 市庁舎 6,823.94 地上7階 RC/免震 2015年5月入札 ― 0円 0円
9 滋賀県甲賀市 市庁舎 16,864.00 地上5階 S/免震 2015年6月入札 6,849,749,000円 406,176円 1,342,736円 1,450,155円

10 神奈川県藤沢市 市庁舎 35,435.03 地上10階地下1階 RC/免震 2015年7月入札 17,705,020,000円 499,647円 1,651,734円 1,783,873円
11 北海道北広島市 市庁舎 10,785.43 地上5階 S/免震 2015年8月入札 4,734,190,000円 438,943円 1,451,058円 1,567,143円
12 千葉県市川市 市庁舎 10,999.30 地上5階 S/免震 2015年9月入札 4,838,600,000円 439,901円 1,454,224円 1,570,562円
13 宮崎県日向市 市庁舎 11,573.00 地上4階 S/免震 2015年11月入札 4,105,944,000円 354,786円 1,172,853円 1,266,681円
14 茨城県高萩市 市庁舎 6,016.66 地上4階 RC/免震 2015年11月入札 2,830,410,000円 470,429円 1,555,143円 1,679,555円
15 群馬県富岡市 市庁舎 8,400.00 地上3階 RC/免震 2015年12月入札 3,591,440,000円 427,552円 1,413,403円 1,526,475円

12,548.99 5,063,910,265円 420,062円 1,388,639円 1,499,731円
1 埼玉県新座市 市庁舎 12,651.18 地上5階地下1階 RC/免震 2016年1月入札 4,887,000,000円 386,288円 1,276,991円 1,379,150円
2 宮崎県小林市 市庁舎 7,004.00 地上4階 SRC 2016年2月入札 2,649,950,000円 378,348円 1,250,743円 1,350,803円
3 青森県五所川原市 市庁舎 9,344.50 地上3階 SRC 2016年2月入札 4,608,440,000円 493,171円 1,630,326円 1,760,752円
4 埼玉県桶川市 市庁舎 9,543.18 地上5階 S/免震 2016年4月入札 3,182,000,000円 333,432円 1,102,259円 1,190,440円
5 兵庫県多可町 町役場 4,782.00 地上4階 S/免震 2016年5月入札 2,028,190,320円 424,130円 1,402,089円 1,514,257円
6 山口県周南市 市庁舎 20,414.00 地上6階 SRC/免震 2016年5月入札 6,197,300,000円 303,581円 1,003,578円 1,083,864円
7 茨城県水戸市 市庁舎 40,909.26 地上8階地下1階 RC/免震 2016年6月入札 ― 0円 0円
8 高知県高知市 市庁舎 32,420.00 地上6階地下1階 SRC/免震 2016年6月入札 9,923,053,000円 306,078円 1,011,833円 1,092,780円
9 群馬県板倉町 町役場 4,182.74 地上3階 RC/免震 2016年7月入札 1,673,700,000円 400,144円 1,322,797円 1,428,621円

10 埼玉県吉川市 市庁舎 7,505.81 地上3階 S/耐震 2016年9月入札 3,403,800,000円 453,489円 1,499,143円 1,619,074円
11 千葉県市川市 市庁舎 30,656.03 地上7階地下1階 S/免震 2016年9月入札 14,582,496,000円 475,681円 1,572,507円 1,698,307円
12 沖縄県豊見城市 市庁舎 12,000.00 地上5階地下1階 RC/免震 2016年9月入札 3,910,300,000円 325,858円 1,077,222円 1,163,400円
13 佐賀県武雄市 市庁舎 8,373.40 地上6階 RC 2016年10月入札 2,718,980,000円 324,716円 1,073,447円 1,159,323円
14 長野県御代田町 町役場 4,337.99 地上3階 S 2016年10月入札 ― 0円 0円
15 愛媛県四国中央市 市庁舎 10,300.00 地上6階 S/免震 2016年11月入札 ― 0円 0円

14,294.94 4,980,434,110円 383,743円 1,268,578円 1,370,064円
391,661円

14,552.63 5,233,541,917円 372,745円

2015年平均

2016年平均

2011年～2016年平均

2014年平均

13 茨城県稲敷市 市庁舎 9,241.09 地上4階地下1階 S/免震 2014年9月入札 4,942,690,000円 534,860円 1,768,140円 1,909,592円
14 茨城県坂東市 市庁舎 12,710.00 地上5階地下1階 RC 2014年11月入札 5,516,655,000円 434,041円 1,434,851円 1,549,639円
15 埼玉県草加市 市庁舎 4,054.00 地上5階 Ｓ 2014年11月入札 1,623,670,000円 400,511円 1,324,008円 1,429,929円
16 埼玉県秩父市 市庁舎 9,926.00 地上4階地下1階 RC 2014年12月入札 4,767,000,000円 480,254円 1,587,623円 1,714,633円

11,429.83 4,432,779,917円 406,111円 1,342,521円 1,449,922円
1 愛媛県伊予市 市庁舎 6,200.00 地上5階 RC/免震 2015年1月入札 3,172,400,000円 511,677円 1,691,503円 1,826,823円
2 福岡県飯塚市 市庁舎 18,284.28 地上8階 RC/免震 2015年1月入札 6,661,932,000円 364,353円 1,204,478円 1,300,836円
3 秋田県能代市 市庁舎 6,969.00 地上4階 RC/免震 2015年2月入札 2,974,906,440円 426,877円 1,411,170円 1,524,064円
4 茨城県日立市 市庁舎 25,000.00 地上7階地下1階 S/免震 2015年2月入札 ― 0円 0円
5 兵庫県洲本市 市庁舎 14,049.00 地上6階地下1階 RC/免震 2015年3月入札 3,836,571,000円 273,085円 902,764円 974,986円
6 島根県安来市 市庁舎 6,510.68 地上4階 SRC 2015年4月入札 2,576,624,000円 395,753円 1,308,282円 1,412,944円
7 福島県川俣町 町役場 4,324.54 地上3階 RC/免震 2015年5月入札 1,953,047,000円 451,620円 1,492,964円 1,612,401円
8 和歌山県新宮市 市庁舎 6,823.94 地上7階 RC/免震 2015年5月入札 ― 0円 0円
9 滋賀県甲賀市 市庁舎 16,864.00 地上5階 S/免震 2015年6月入札 6,849,749,000円 406,176円 1,342,736円 1,450,155円

10 神奈川県藤沢市 市庁舎 35,435.03 地上10階地下1階 RC/免震 2015年7月入札 17,705,020,000円 499,647円 1,651,734円 1,783,873円
11 北海道北広島市 市庁舎 10,785.43 地上5階 S/免震 2015年8月入札 4,734,190,000円 438,943円 1,451,058円 1,567,143円
12 千葉県市川市 市庁舎 10,999.30 地上5階 S/免震 2015年9月入札 4,838,600,000円 439,901円 1,454,224円 1,570,562円
13 宮崎県日向市 市庁舎 11,573.00 地上4階 S/免震 2015年11月入札 4,105,944,000円 354,786円 1,172,853円 1,266,681円
14 茨城県高萩市 市庁舎 6,016.66 地上4階 RC/免震 2015年11月入札 2,830,410,000円 470,429円 1,555,143円 1,679,555円
15 群馬県富岡市 市庁舎 8,400.00 地上3階 RC/免震 2015年12月入札 3,591,440,000円 427,552円 1,413,403円 1,526,475円

12,548.99 5,063,910,265円 420,062円 1,388,639円 1,499,731円
1 埼玉県新座市 市庁舎 12,651.18 地上5階地下1階 RC/免震 2016年1月入札 4,887,000,000円 386,288円 1,276,991円 1,379,150円
2 宮崎県小林市 市庁舎 7,004.00 地上4階 SRC 2016年2月入札 2,649,950,000円 378,348円 1,250,743円 1,350,803円
3 青森県五所川原市 市庁舎 9,344.50 地上3階 SRC 2016年2月入札 4,608,440,000円 493,171円 1,630,326円 1,760,752円
4 埼玉県桶川市 市庁舎 9,543.18 地上5階 S/免震 2016年4月入札 3,182,000,000円 333,432円 1,102,259円 1,190,440円
5 兵庫県多可町 町役場 4,782.00 地上4階 S/免震 2016年5月入札 2,028,190,320円 424,130円 1,402,089円 1,514,257円
6 山口県周南市 市庁舎 20,414.00 地上6階 SRC/免震 2016年5月入札 6,197,300,000円 303,581円 1,003,578円 1,083,864円
7 茨城県水戸市 市庁舎 40,909.26 地上8階地下1階 RC/免震 2016年6月入札 ― 0円 0円
8 高知県高知市 市庁舎 32,420.00 地上6階地下1階 SRC/免震 2016年6月入札 9,923,053,000円 306,078円 1,011,833円 1,092,780円
9 群馬県板倉町 町役場 4,182.74 地上3階 RC/免震 2016年7月入札 1,673,700,000円 400,144円 1,322,797円 1,428,621円

10 埼玉県吉川市 市庁舎 7,505.81 地上3階 S/耐震 2016年9月入札 3,403,800,000円 453,489円 1,499,143円 1,619,074円
11 千葉県市川市 市庁舎 30,656.03 地上7階地下1階 S/免震 2016年9月入札 14,582,496,000円 475,681円 1,572,507円 1,698,307円
12 沖縄県豊見城市 市庁舎 12,000.00 地上5階地下1階 RC/免震 2016年9月入札 3,910,300,000円 325,858円 1,077,222円 1,163,400円
13 佐賀県武雄市 市庁舎 8,373.40 地上6階 RC 2016年10月入札 2,718,980,000円 324,716円 1,073,447円 1,159,323円
14 長野県御代田町 町役場 4,337.99 地上3階 S 2016年10月入札 ― 0円 0円
15 愛媛県四国中央市 市庁舎 10,300.00 地上6階 S/免震 2016年11月入札 ― 0円 0円

14,294.94 4,980,434,110円 383,743円 1,268,578円 1,370,064円
391,661円

14,552.63 5,233,541,917円 372,745円

2015年平均

2016年平均

2011年～2016年平均

2014年平均 坪単価（契約実績）
他事例平均=140万/坪

今回の建設費予算設定
坪単価=160万/坪

予算として妥当
な単価設定

事業費に含まれている項目
・設計費
・新庁舎建設費
・低層棟、西棟解体費
・高層棟解体費
・南棟耐震補強設計工事費
・南棟内装改修設計工事費
・移転先改修工事費
・駐車場外構工事

事業費に含まれていない項目
・移転費用
・什器購入費

■上田市庁舎改修改築検討（Ｈ３０実施計画用） 【H29.7.28現在】

新庁舎 A２案 【13,000㎡】（２期工事まで） 概算工事費

※本体工事費割合（建築：74.5％、電気：11.5％、機械：14.0％予定）、環境負荷ｼｽﾃﾑ割合：全体工事費の10％予定

庁舎整備室積算　H29年度6月補正（実施設計）　　H30～31工事監理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　15,000　　　　+　　　　　 6,685 　　　　　     =  　 21 ,685

石本概算　2015.7.27　　　H30～31（耐震補強費　　内外装工事　　道連れ工事     諸経費32％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　64,000     +     32,150      +      9,570       +     33,830　　　 =    139 ,550

庁舎整備室積算　H30実施計画（H32実施設計　　H33工事監理）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 16,577　　　+　  5,038    　　  =   21 ,615

建築課積算（H29実施計画　H33工事　1F～4F内部ﾘﾆｭｰｱﾙ）　　庁舎整備室（H30実施計画　H33工事　5F～6F改修追加）

　　　　　　　　　　　　　　　　　244,290　　　　　　　　　    　　　　　　　 + 　　　　　　684㎡×30,000円/㎡　  20,520     　　　　　　　　　 =    264 ,810

庁舎整備室積算　H30実施計画（実施設計）　　H30～31工事監理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　16,729　　　　+　　　　　 5,194 　　　　　     =  　 21 ,923

庁舎整備室積算　H30実施計画（H30仮庁舎移転先改修工事）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,822㎡×30,000円/㎡　     =  　 84, 660

庁舎整備室積算　29年度9月補正（H29工事費）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  27,500      =   27 ,500

文化財倉庫共

石本概算H29.4.26提出　　H34（外構工事　　共通費22％　　税10％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　104,800   +     23,056     +  12,786   =  140 ,642

※移転費用・什器購入費は別途計上　（参考　【移転費用】42百万円　【什器購入費】356百万円）

名称 項　目 内　訳
概算工事費等（百万円）

備  考

　　　　　　　　　　　　　　（千円）

概算工事費根拠（端数切上げ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）A２案

本
庁

舎

　 　新庁舎建設工事
　　 【延床面積】 10,000㎡

 　※【免震構造で試算】

　　　 最近建設された庁
　　 　舎の８割程度が免

　 　　震構造

基本計画策定
設計・工事監理費

オフィスレイアウト

158

免震構造による割増含む

免震構造大臣認定申請料含む
地質調査・地震動作成含む

解体設計含む

石本概算 H29.4.26提出
H29.6月補正（解体設計　基本設計　地質調査　地震動作成）　　　　H30～31実施設計　　　　　　　　H31～32工事監理　      H29.6月補正（ ｵﾌｨｽﾚｲｱｳﾄ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,100（内示)　　    　　　　　　　 + 　95,083(免震評定･大臣認定共)  + 　 　　42,282　　　　　+　　13,500(税込)   　　　　　　　　=　 157 ,96 5

新庁舎建築工事 6 ,347

Ｈ３２までの最大面積を想定
【㎡単価　444】石本概算

制震構造（×0.93）

耐震構造（×0.86）

石本概算 H29.4.26提出
H31～32（本体工事費　　 環境負荷ｼｽﾃﾑ10％　　共通費22％　　  税10％）

　        　　 4,300,000　　+　　　　430,000　　　　　+　　1,040,600　 　+　577,060　　 ＝　　6,3 47,6 60

小　計 6 ,505

　 　既存庁舎解体工事

　　 【延床面積】8,315㎡

本庁舎（低層棟）・西庁舎解体
　　 　1,477㎡　　　   1,049㎡ 90

本庁舎南の人工地盤解体含む
自家発電、GHPの移設含む

石本概算　H29.4.26提出

H31（低層棟　　西庁舎　　人工地盤　　自家発電移設　　GHP移設　　 税10％）

 　　　23,400  + 32,175  +   18,000    +　　　 3,000　  　+　　5,000   　+  8,158　　＝　 89 ,733

本庁舎（高層棟）解体
　　 　　　6,141㎡ 470

アスベスト除去含む
地下、杭の撤去含む

石本概算 H29.4.26提出

H33（高層棟地上　　高層棟地下　　杭撤去　　ｱｽﾍﾞｽﾄ除去　　税10％）

   　　　 72,900 　   +    267,000    +　 59,760 　+    27,000　　+　 42,666　　＝  469 ,326

小　計 560

合　計 7 ,065

南
庁

舎

　　 耐震補強工事
 　　【建設年度】　S55年

　　 【延床面積】　2,668㎡

実施設計・工事監理費 22 判定会取得含む

耐震補強工事 140 補強に絡む内外装の撤去復旧含む

小計 162

　 　内装改修工事

実施設計・工事監理費 22

執務室改修工事 265 1F～6F内部リニューアル

小　計 287

合　計 449

そ

の
他

　　 仮庁舎移転先改修工事

　　 （候補地：真田自治ｾﾝﾀー 、
旧西部公民館、旧法務局、分

室、JA空店舗、のうさい等）

実施設計・工事監理費 22

仮庁舎移転先改修工事 85

小　計 107

　　仮設倉庫建設工事

仮設倉庫建設工事 28

小　計 28

　　 駐車場・外構工事
　　 【外構面積】　5,240㎡

駐車場外構工事 141

小　計 141

　　　　　　　　　　　※庁内ネットワーク設備等別途

合　計 276

総　合　計 7,790

■上田市庁舎改修改築検討（Ｈ３０実施計画用） 【H29.7.28現在】
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※本体工事費割合（建築：74.5％、電気：11.5％、機械：14.0％予定）、環境負荷ｼｽﾃﾑ割合：全体工事費の10％予定
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庁舎整備室積算　H30実施計画（H32実施設計　　H33工事監理）
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建築課積算（H29実施計画　H33工事　1F～4F内部ﾘﾆｭｰｱﾙ）　　庁舎整備室（H30実施計画　H33工事　5F～6F改修追加）

　　　　　　　　　　　　　　　　　244,290　　　　　　　　　    　　　　　　　 + 　　　　　　684㎡×30,000円/㎡　  20,520     　　　　　　　　　 =    264 ,810

庁舎整備室積算　H30実施計画（実施設計）　　H30～31工事監理
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庁舎整備室積算　H30実施計画（H30仮庁舎移転先改修工事）
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庁舎整備室積算　29年度9月補正（H29工事費）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  27,500      =   27 ,500

文化財倉庫共

石本概算H29.4.26提出　　H34（外構工事　　共通費22％　　税10％）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　104,800   +     23,056     +  12,786   =  140 ,642

※移転費用・什器購入費は別途計上　（参考　【移転費用】42百万円　【什器購入費】356百万円）
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新庁舎建築工事 6 ,347

Ｈ３２までの最大面積を想定
【㎡単価　444】石本概算

制震構造（×0.93）

耐震構造（×0.86）
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　        　　 4,300,000　　+　　　　430,000　　　　　+　　1,040,600　 　+　577,060　　 ＝　　6,3 47,6 60
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　　 【延床面積】8,315㎡
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　　 　1,477㎡　　　   1,049㎡ 90
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南
庁

舎
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そ

の
他
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旧西部公民館、旧法務局、分

室、JA空店舗、のうさい等）

実施設計・工事監理費 22

仮庁舎移転先改修工事 85

小　計 107

　　仮設倉庫建設工事

仮設倉庫建設工事 28

小　計 28

　　 駐車場・外構工事
　　 【外構面積】　5,240㎡

駐車場外構工事 141

小　計 141

　　　　　　　　　　　※庁内ネットワーク設備等別途

合　計 276

総　合　計 7,790

項目の抜け
漏れはない

3-2.課題の検証による本質的な課題の明確化（コストの検討）
発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

課題解決に向けた
入札契約方式の検討

●発注者による事業費検討の経緯を検証し、コストの不確定要因を抽出

●面積単価設定や床面積算定等の事業予算策定根拠は適正
● 「既存の規模確保の視点」と「将来を見据えた規模抑制の視点」から、必要床面積の確定に至っていないが、事

業予算は安全側（想定規模上限値の13,000㎡を根拠として）で確保されている

◆想定規模（床面積）の算定根拠について確認

床面積の算定根拠やプロセスは適正

延床面積の決定は基本設計者の提案と併せて確定予定
事業予算としては想定規模の上限側で確保されており問題なし

昨今の市況及び免震構造等の工事内容から妥当な面積単価設定

建設事業費の構成は適切で抜け漏れ等はなかった

◆面積単価の算定根拠について確認

◆事業費構成について確認

基本構想において、総務省「起債対象事業費算定基
準」、国交省「新営一般庁舎面積算定基準、事例によ
る職員一人当たりの平均面積から総合的に想定規模
を算定している。

現在庁舎と同等の規模を確保する想定で、
13,000㎡を必要規模上限値としている。
将来の人口減や部署の統廃合による、市職員数や
必要諸室の減少等を見据え、10,000㎡を必要規
模の下限値としている。
事業費の想定は、60億～74億と大きな幅があるが、
基本設計者の施設計画の提案と併せて確定予定。
事業予算としては、安全側（13,000㎡）の74
億円を確保しており、予算計画上特段問題はない。

【近年建設された庁舎工事費一覧】

6

【改築・改修に対する事業費一覧】



●解体工事と新規建物の工事を一体的に行う事で、求められる工事完成時期の達成の可能性がある
●仮設・ローリング計画の策定には技術力の高い施工者が早期参画し、事業予算等への影響の検証が必要

3-3.課題の検証による本質的な課題の明確化（施工難易度の検討）

発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

課題解決に向けた
入札契約方式の検討
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●敷地条件から施工の難易度を検証
●仮設ステップの検討により、ローリング計画の難易度と工期やコストに与える影響を検証

既存庁舎（低層棟・西棟解体時）
；南棟耐震補強工事完了

＜解体工事概要＞
1)解体重機；2台想定本体
2)解体期間；地上・・・2.5か月
山留（SMW）L=16m・・・1か月
一次掘削（L=5m）・・・1か月
山留・構台・・・0.5か月
二次掘削（L=4m）・・・1か月
山留等・・・0.5か月
計6.5か月

工事エリア

本庁舎棟着工時～13か月まで
；既存庁舎（低層棟・西棟解体完了)

固定式タワークレーン

荷取り・資材置き場本庁舎棟

繋ぎ棟

＜本庁舎棟工事＞
1)固定式タワークレーン使用し、
鉄骨建て方工事、
CFT工事
床スラブ工事
外装取り付け工事 まで行う。

＜本庁舎工事＞
1)ラフタークレーン使用し、内装工事
＜繋ぎ棟工事＞
1)ラフタークレーン使用し、工事期間
杭基礎・・・1.5か月
建て方・床・・・1か月
外装工事・・・1か月
内装工事・・・2.5か月
計６か月

本庁舎棟13か月～竣工まで
；繋ぎ棟着工～竣工まで

ラフタークレーン；2

荷取り・資材置き場
解体工事中建物

工事中建物

本庁舎棟

本庁舎棟、繋ぎ棟竣工
移転完了後、既存庁舎（高層棟）解体

工事エリア
工事エリア

稼働中建物

既存庁舎（低層棟・西棟解体時）
；南棟耐震補強工事完了

＜解体工事概要＞
1)解体重機；2台想定本体
2)解体期間；地上・・・2.5か月
山留（SMW）L=16m・・・1か月
一次掘削（L=5m）・・・1か月
山留・構台・・・0.5か月
二次掘削（L=4m）・・・1か月
山留等・・・0.5か月
計6.5か月

工事エリア

本庁舎棟着工時～13か月まで
；既存庁舎（低層棟・西棟解体完了)

固定式タワークレーン

荷取り・資材置き場本庁舎棟

繋ぎ棟

＜本庁舎棟工事＞
1)固定式タワークレーン使用し、
鉄骨建て方工事、
CFT工事
床スラブ工事
外装取り付け工事 まで行う。

＜本庁舎工事＞
1)ラフタークレーン使用し、内装工事
＜繋ぎ棟工事＞
1)ラフタークレーン使用し、工事期間
杭基礎・・・1.5か月
建て方・床・・・1か月
外装工事・・・1か月
内装工事・・・2.5か月
計６か月

本庁舎棟13か月～竣工まで
；繋ぎ棟着工～竣工まで

ラフタークレーン；2

荷取り・資材置き場
解体工事中建物

工事中建物

本庁舎棟

本庁舎棟、繋ぎ棟竣工
移転完了後、既存庁舎（高層棟）解体

工事エリア
工事エリア

稼働中建物

◆敷地条件が工事に与える影響の確認 ◆ローリング計画が安全・工期・コストに与える影響の確認

新本庁舎

増築棟 南庁舎

新築建物の周囲が狭く、十分な資材置き場や現場事務所のスペー
ス確保が難しい。
解体建物の直上に新規建物を建設するため、地下構造物の残置又
は撤去の判断を伴う解体工事と新規建物の地下工事を一体的に
計画する事が、コストや工期への合理化に繋がる。
撤去前の高層棟に著しく近接して新本庁舎を建設するため、難易度
の高い仮設計画の検討が必要。

➡施工の難易度は比較的高い。また、既存建物の解体方法と地下構
造物の設計仕様を一体的に検討する必要がある。

新築建物の周囲が狭く、十分な資材置き場や現場事務所のスペー
ス確保が難しい。
解体建物の直上に新規建物を建設するため、地下構造物の残置又
は撤去の判断を伴う解体工事と新規建物の地下工事を一体的に
計画する事が、コストや工期への合理化に繋がる。
撤去前の高層棟に著しく近接して新本庁舎を建設するため、難易度
の高い仮設計画の検討が必要。

➡施工の難易度は比較的高い。また、既存建物の解体方法と地下構
造物の設計仕様を一体的に検討する必要がある。

市役所業務を継続しながら、歩行者と車両動線を分離し、安全に配慮した工事を行う事は可能。
解体工事と本庁舎工事をオーバーラップさせる計画を検討した結果、本体工事期間（約22ヶ月）
は約19ヶ月程度（-約3ヶ月）まで短縮できる可能性がある。
同規模の一般工事（更地への建替え）に比べ仮設費は増大し、工期は長くなる。
工事中に市役所運営上の都合などの外的要因で、仮設計画の変更が起こる可能性がある。

➡ローリング計画は比較的難易度が高く、技術力の高い施工者により早期に事業費や工期に与える影
響を検証する必要性がある。

市役所業務を継続しながら、歩行者と車両動線を分離し、安全に配慮した工事を行う事は可能。
解体工事と本庁舎工事をオーバーラップさせる計画を検討した結果、本体工事期間（約22ヶ月）
は約19ヶ月程度（-約3ヶ月）まで短縮できる可能性がある。
同規模の一般工事（更地への建替え）に比べ仮設費は増大し、工期は長くなる。
工事中に市役所運営上の都合などの外的要因で、仮設計画の変更が起こる可能性がある。

➡ローリング計画は比較的難易度が高く、技術力の高い施工者により早期に事業費や工期に与える影
響を検証する必要性がある。

【仮設ステップ図作成による検討】



●設計段階において、設計者及び施工者それぞれの得意分野を活かす手法の導入の検討が必要
●発注者の経験及びマンパワー不足の補完、事業推進中の技術的判断を要する調整役が必要

3-4.課題の検証による本質的な課題の明確化（事業実施体制の検討）

＜事業の実施体制の課題＞ ＜課題の検証＞

発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

課題解決に向けた
入札契約方式の検討
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●現在の事業関係者の課題を把握し、今後の体制構築に向けた発注者の要望を整理

基本設計者
の課題

施工者

実施設計者

地元業者

発注者がＤＢ方式やＥＣＩ方式の導入の検討している事
は理解し進めているが、実施設計や工事監理の実績が残せ、
最後まで事業に関われる従来型かＥＣＩ方式の方がモチ
ベーションは高まる。
実施設計段階に施工者と協働する場合においては、技術的
な対立が起こった場合の調整機能や役割分担・責任範囲
の明確化が必要。
施工者が設計段階から参加する場合、仮設計画・解体・構
造計画等の専門領域は特に、施工者のノウハウを設計段
階から活かす効果はある。ただし、意匠や設備設計に関す
る効果は一概に高いとは言えない。

発注者支援者
（ＣＭＲ等）

◆現在の事業体制の課題（事業関与者の課題）
早期の事業費や工程の確定のため、DB方式やECI方式の
導入に期待をしているが、過去に実施の経験が無くマンパ
ワーも想定出来ない等の課題がある。（建築系職員数は
18名だが、実担当者は2名、設備系は0名）
上田市の歴史を継承し、市民に愛される庁舎の実現を目
指すため、基本設計者に優れた案を求めたいが、ＤＢ方式
の導入による設計者のモチベーション低下を懸念。
庁舎建設を通じて、地域経済への波及効果を期待し、地元
業者参入の機会を探りつつ、品質の高い工事の調達を目指
したい。

◆将来の事業関与者に対する期待

発注者
の課題

（上田市）

多様な入札契約方式を実行するための、発注
者の技術的補完への期待。
発注者のマンパワー不足補完への期待。
設計者と施工者の意見の対立の調整に期待。

基本設計者が作成する上田市の歴史を継承す
る設計コンセプトを引き継ぎ実現してほしい。
工期短縮やコスト縮減に配慮した設計を実現し
てほしい。

市役所業務を継続しながら安全な工事を実現。
早期の事業費確定のために、コスト縮減・工期
短縮効果の高い専門領域への早期参画を期待。

工事監理者
品質管理もさることながら、当初の設計意図を
確実に工事に反映させて欲しい。
公共性の高い工事に求められる第三者性・透明
性の確保に期待。

可能な限り、地元企業の参加機会は増やしたい。
が、品質や競争性の確保を優先する。



以下の①～③を満たす入札契約方式を検討する
① 解体工事と本体工事を一体的に計画・工事できる手法
② 設計段階から、設計者と施工者双方の得意領域に関

するノウハウを活用できる手法
③ 発注者の技術的補完を行う体制

●発注者の当初の課題を深堀り検討した結果、本質的な課題が明確化した

3-5.課題の検証による本質的な課題の明確化（まとめ）
発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

課題解決に向けた
入札契約方式の検討
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設計・施工一括発注方式（DB方式：入札型）
＋技術協力タイプ+ＣＭ方式

最適な入札契約方式として検討

発注者の当初の主な課題 明確化した本質的な課題

1 スケジュール
●全体的に厳しい計画でDBやECI方式の導入で回避が必要。
●Ｈ32年度内の工事完成が出来るか難しい。

●工程の再検証の結果どの方式であっても期限内完成は難しい。
●解体工事が先行発注でき、且つ、本体工事と一体的に施工できる場合
 　に限って、期限内の工事完成の可能性がある。

2 施工難易度
●市役所業務を継続しながら安全に工事を進める事が課題。 ●市役所業務を継続しながらのローリング計画の実行には、ある程度技術力

　 の高い施工者の参画が必要。
●施工者を早期に設計段階に関与させる手法の検討が必要。

コスト

●事業費に不確定要素が多い。
●敷地内に期待する施設規模が確保できるか分からない。
●消費税増税を回避したい。

●面積算定根拠、設定面積単価、事業費構成共に妥当。
●規模は基本設計者の提案に応じて確定するシナリオであり、床面積の上
　 限値を定め、事業予算を上限値により定めているため、コストの課題の優
　 先度はスケジュールに比べ小さい。

事業実施体制

●多様な入札契約方式の経験がない。
●慣れない発注方式導入に従いマンパワー不足の不安がある。
●基本設計者の実施設計以降への関与を維持するなどし、設計者のモチ
　 ベーションを維持し、上田市の歴史を継承する建築を実現したい。

●発注時のマンパワー不足、経験不足に加え、事業実施中の設計者、施
　 工者間の技術的意見の対立に際しての調整役が必要。
●工事中の市役所運営スケジュールの変更等で、工事に変更等の影響を
　 及ぼす可能性があり、工事中の継続的なスケジュール管理、コスト管理体
　 制も必要。
●上田市の歴史を継承する建築を実現するため、設計者と施工者のそれぞ
　 れの得意分野を活かす手法の検討が必要。

課題の優先度

3



4.課題解決に向けた入札契約方式の検討

●上田市特有の課題を解決できる最適な入札契約方式は “DB方式（入札型）＋技術協力タイプ＋CM方式”
●ＣＭ方式と設計会社による工事監理により、ＤＢ方式における第三者性の確保と確実な設計意図伝達を両立

発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

課題解決に向けた
入札契約方式の検討
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●課題解決に最も効果的な手法として、ＤＢ方式（入札型）＋技術協力タイプ＋ＣＭ方式の導入を検討

【ＤＢ方式＋技術協力タイプ＋ＣＭ方式のポイント】
●基本タイプとしてはＤＢ方式一般競争入札型を採用
●総合評価落札方式を予定
●基本設計者に一部（意匠等）を実施設計者として継続させる
●基本設計者が行う実施設計には、施工者は技術協力を行う
●ＣＭを基本設計段階から参画させる
●工事監理は、意匠の実施設計者が行う

【期待される効果】
① 解体工事に先行着手でき本体工事とのオーバーラップにより大幅に工期が短縮。
② 施工者が早期に参画でき、仮設計画の前倒し検討等により事業費と工期の確定のタ

イミングが早まる。
③ 基本設計者が、実施設計、工事段階まで関与でき、設計意図を事業の全段階で反

映する事ができる。
④ 施工者ノウハウの活用が効果的な構造設計に施工者ノウハウを活かす事でコスト圧縮

効果が高まる。
⑤ ＣＭＲの参画により、発注者の技術的・人的補完ができ、また設計者と施工者間の調

整も出来る。また、第三者性が高まり、ＤＢ方式特有の不透明性の回避に期待できる。
⑥ 設計会社が工事監理を行うことで、確実な設計意図伝達及び品質管理上の第三者

性の強化の効果が得られる。

建築・設備
仮設計画等

発注者：上田市

設計A

施工会社Ｂ技術協力

設計B 施工

ＣＭＲ

意

匠

工事監理

◆実施設計段階～工事段階の実施体制－１ ◆実施設計段階～工事段階の実施体制－２

構

造

解

体

意

匠

電
気
機
械

設計会社Ａ

建

築

構

造

解

体

電
気
機
械

構

造

解

体

工事監理
意図伝達

基本設計プロポ

意匠設計

構造設計

電気機械設計

解体設計

ＤＢ方式
一般競争入札

総合評価落札方式

基本計画段階 基本設計段階 発注段階 実施設計段階 施工段階

意匠設計

構造設計
電気機械設計

解体設計

発注者

設計者

施工者

技術協力

施工

工事監理
意匠・構造

電気機械・解体

工事監理
意図伝達

電
気
機
械



ｚ

5-1.事業実施段階における具体的な手法の検討

●事業の各段階で実施体制が変遷し、主要３事業者（設計会社・施工会社・ＣＭ会社）が担う役割も変化する
●発注者は関係事業者間の役割分担及び責任範囲を明確に示し、事業を推進していく必要がある

発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

課題解決に向けた
入札契約方式の検討

11

実施設計段階以降の設計施工者の業務仕様と事
業関与者との役務範囲、責任範囲等について、実施
設計者・工事監理者となる設計会社と十分協議した
上で、ＣＭＲが発注仕様書を準備する必要がある。

＜基本設計段階＞ ＜実施設計段階＞

Check Point Check Point Check Point

発注者

実施設計者
（意図伝達）

施工者

施工会社

工事監理者
（意匠設計者）

発注者

実施設計者
（構造他）

施工者
（技術協力）

施工会社

ＣＭ会社

設計会社

ＣＭ会社

設計会社

＜工事段階＞

発注者

基本設計者
（意匠・構造・設備他）

設計施工者未定

ＣＭ会社

設計会社

設計進捗
管理等

設計者・施工者
間の調整役

技術協力

工事監理

設計者・施工者
間の調整役

実施設計段階においては、設計を２つの企業で行
うため、２社間の調整が必要な場合が想定される。
発注者は、ＣＭＲを有効に活用するなど、関係各
社の合意形成を行う必要がある。

設計会社は主には品質上の管理に主眼を置いた工
事監理を行う、また基本設計及び意匠実施設計者
として、設計意図伝達を施工者に対して行う。
ＣＭＲは発注者の代理としてコスト・スケジュール管
理を重点的に、プロジェクト全体の運営を支援する。

意図伝達

ＣＭＲＣＭＲ ＣＭＲ

意図伝達

実施設計者
（意匠等）

事業段階ごとの事業実施体制の変遷と留意事項の整理



CM会社
提案作成

入札要項・
要求水準書作成審査 資格

審査 実施設計 変更
契約 施 工

H30年度 H32年度

CM公告
▼

CM会社審査
結果通知

▼
入札
▼

落札者の決定
契約締結
▼

工事着工
▼

工事完成
▼

【資格審査】（案）
■設計実績／受賞歴
■施工実績
■事業体制表／JV構成書
■要員資格

【総合評価】 妥当性・実現性評価（案）

■評価・配点（合計100点）
１．業務計画 人を選ぶ ：配点**点
２．計画・デザイン 案を選ぶ ：配点**点
３．見積 事業性を選ぶ : 配点**点

■評価ポイント
１．業務計画

実績・受賞歴、設計体制、実施方法や
プロジェクトに対する考え方、全体工程・
工程短縮等を評価

２．計画・デザイン
計画・デザイン性を評価

３．見積
工事費内訳により妥当性・実現性を評価

【設計・施工契約締結】

■実施設計業務仕様と業務範囲
意匠実施設計者や工事監理者などの
関係者との役割分担の整理

■基本設計図に基づく積算
上田市 ：官積算
設計施工者：民間積算

■変更契約
実施設計中の変更に関わる取決め
工事中の変更に係る取決め

■契約約款の整合性の整理
市の建築設計契約約款と工事請負契
約約款の整理と設計施工一括の発注
の目的に沿った整合性の確保

【基本設計期間中ＣＭレビュー】
■設計レビュー

設計内容の確認
技術的検証

■コストレビュー
基本設計図で発注可能な工事
費の積算及びコストモニタリング

■VE・CD検討
■市民への情報公開・参加方法

発注者 競争参加者 設計・施工者 ▼消費税増税指定日：H31年4月

※評価方法の設定・予定価格の作成・審査等は学識経験者から意見の聴取を行う

H31年度
資格審査
結果通知

▼
公告
▼

提案資料
の作成 ヒアリング 技術

評価

【CM募集要項】（案）
■CM業務委託募集要項（案）
■CM業務特記仕様書（案）
募集要項
■（別添）ＣＭ業務委託
参加表明書
■上田市新庁舎建設CM業務
評価要項
■事業関与者役割分担表

発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

課題解決に向けた
入札契約方式の検討

5-2.事業実施段階における具体的な手法の検討

12

技術提案
の提出

▼

総合
評価

ＣＭＲ

▲
支援事業にてＣＭ
募集要項素案を作成

▲
評価方法の設定等は
学識経験者の意見を聴取

▲ ▲
評価・審査は
学識経験者の意見を聴取

▲
※実施設計中に起きた変更に対し
着工前に受発注者間で契約変更を行う場合がある

目標工事費と概算工事費の乖離を低減する方策

※県内の千曲市でＤＢ入札型の発注の
実績があるが、一般的にＤＢ方式における
総合評価は参加のハードルが上がるため、
施工実績等の参加資格要件を厳しくしす
ぎないような配慮を行う。

概算精度向上

予見不可リスク
→リスクの明確化による「リスク対策費」の外出し発注者リスク

VE提案

市場価格の反映

▼

目標工事費

概算工事費２

概算工事費３ →VE・仕様変更等
発注者（ＣＭＲ）・設計者で、
目標工事費を下回る工事費低
減策を検討

目標
工事費

→事業費参考額・参考仕様の詳細提示による概算精度の向上

概算工事費１

事業実施スケジュールと事業プロセス（手続き）



発注者ニーズに対応した入札契約方式の特徴としては、期待される“効果”がある一方、想定される“リスク”もあ
るため、事業関係者間でリスクを共有し、事業実施段階におけるリスクマネジメント方法を協議

■ 入札契約方式に期待する”効果“と想定される”リスク”とその対応策

●“期待される効果”と”想定されるリスク”の双方を事業関係者間で正しく理解する必要がある
●発注者は、課題の優先順位を明確にした上で、主体的に“リスクをマネジメント”していく必要がある

■事業関係者の対話によるリスクの共有

各々の事業関係者の立場から見たプロジェクト“リスク”と
“効果”について対話により共有を行った。
支援事業者が仲介する事で、発注者の気づきにくいリスク
や設計者から言いだしにくい懸案事項を顕在化した。

基本設計者

支援事業者

上田市

リスク/ベネフィット（効果）
アセスメントワークショップ

対話

13

5-3.事業実施段階における具体的な手法の検討
発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

課題解決に向けた
入札契約方式の検討

設計者の
立場から
見たリスク

リスクに関する技
術的な助言および
中立的な立場で
のファシリテーション

発注者の
立場からみ

たリスク

入札契約方式の特徴 期待される効果
（※番号は発注者の優先順位） 想定されるリスク リスクマネジメント方法

➊解体工事と本体工事の一
体施工による工期短縮効果

❹消費税増税回避の効果

❺入札であっても、工事価格だ
けでなく技術力も評価し最適
な設計施工者の選定ができる
効果

●手続きに係るマンパワーの不足や技術的判
断が伴う評価・審査により、発注者負担が増
大するリスク

●ＣＭＲの支援を有効に活用し、発注者負
担の最小化と、専門家による技術補完を行う
●学識経験者等による助言を入札手続きフ
ローに適切に組み入れる

●基本設計者が継続して意
匠実施設計及び工事監理を
行う

❷設計会社の一気通貫した
関与による発注者意図の設
計・工事への確実な反映でき
る効果

●意匠以外の設計は設計施
工者（施工会社）が行う

❸施工者ノウハウの活用による
設計ＶＥ等のコスト削減効果

●公募による一般競争入札
総合評価落札方式により、落
札者のおよび設計契約、工事
契約の価格を同時に確定する

●基本設計段階の比較的精度の低い図面と
概算を元に予定価格を策定するため市場価
格と乖離するリスク

●実施設計中に仕様の明確化または変更が
生じる事により、落札価格（契約額）と実施
設計が終了時の仕様とバランスが乖離し変更
契約の発生や工事品質の品質低下を引き起
こすリスク

●設計会社による実施設計（意匠）と施工
会社による実施設計（意匠以外）の業務の
役割分担や責任範囲が不明となり、2社の設
計の統括管理が困難になるリスク
●施工会社による実施設計期間がタイトとな
り免震評定が遅延するリスク

●基本設計の精度を上げ、実施設計並の精
度の概算算出をした上で予定価格を策定す
る工夫を基本設計者と共に行う
●フロントローディングにより発注者の与件に係
るモノ決め事項は基本設計段階で完了し、発
注者与件変更による実施設計段階以降のコ
スト増額リスクを最小化する

●ＣＭＲの支援を有効に活用し、実施設計
段階の両社の業務仕様、役割分担及び責
任範囲の明確化を行う
●ＣＭＲの支援を有効に活用し、2社間の
技術的は判断を伴う調整を円滑に行う



●解体工事と本体工事のオーバーラップにより平成32年度迄の工事完成の可能性があるが、引き続き検討が必要
●事業の段階に応じて生じ得るリスクに対し、発注者を中心とした事業関係者全員が、先読みして対応する事が必要

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q 3Q 4Q

基本設計

実施設計
（意匠）

工事監理

実施設計
（構造ほか）

新庁舎施工

既存庁舎
低層棟解体

既存庁舎
高層棟解体

Ｈ34年度

月

発注者

ＣＭ会社

南庁舎耐震補強工事（別途入札）

施工会社
（設計施工者）

設計会社

年度 H29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度 Ｈ33年度

価格合意（全体）

実施設計段階ＣＭ

発注準備

実施設計（構造・解体ほか）

基本設計１

移転

解体

基本設計２

耐震補強工事（庁舎内における移動あり）

入札 南庁舎 耐震補強工事

設計施工契約議会承認

基本設計・発注段階ＣＭ

ＣＭ発注

工事段階ＣＭ

南庁舎耐震実施設計

設計発注 ＤＢ発注

着工 工事完成

開庁

パブリックコメント１ パブリックコメント２

実施設計（意匠）随契

免震評定・計画通知

解体工事（6.5ヶ月）

入札

工事（22ヵ月）

技術協力

工事監理（意匠・構造・設備・解体）

価格合意（解体部分）

5-4.事業実施段階における具体的な手法の検討
発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理
事業実施段階における
具体的な手法の検討

課題の検証による
本質的な課題の明確化

課題解決に向けた
入札契約方式の検討

14

オーバーラップにより
約３ヵ月程短縮

今後対策が必要なリスク得る事が出来た効果

消費税増税対象前の契約が可能
設計者やＣＭＲに予定価格策定根拠となる精度の高い
要求水準書や基本設計概算の策定を求める必要あり

H32年度末工事
完成の可能性あり

発注時に公示する想定
工期については、過小と
ならないよう発注段階で
再検証する必要あり

実施設計で変更があった
部分について受発注者
間の変更契約が必要

設計者及び施工会社による実
施設計の役割分担と責任範
囲を事前に明確化し、合意し
ておく必要がある

評定前の設計期間が
厳しいので告示免震の
検討もする必要あり

設計施工者の決定前に意匠設計を
リードできる。設計施工者は着手後、
意匠図を元に直ちに構造等の設計
検討ができる

事業実施スケジュールの検討 凡例



平成29年度多様な入札契約方式モデル事業
支援結果（新庁舎建設事業）

奈良県桜井市



1

多様な入札契約モデル事業の支援フロー
●事業の進捗状況に応じて支援範囲を設定して実施
●桜井市では以下の範囲で支援を実施

6 発注者による事業の推進

支援範囲

1 応募事業の概要確認
■事業の規模、進捗状況等

4 課題解決に向けた入札契約方式の検討
■各入札契約方式の特徴（効果または留意事項）の整理と本質的な課題の解決に効果的な方式の選択
■事業の特徴に合わせ、選定した入札契約方式に対する工夫の検討

5 事業実施段階における具体的な手法の検討
■事業のフローと各段階で必要な検討事項の整理
■事業の段階に応じた実施体制の検討

2 発注者が抱える課題の把握と課題検討範囲の整理
■地方公共団体の実情や発注者が抱える課題の抽出
■本質的な課題を特定するために、課題の深堀り検討が必要な範囲の確定

3 課題の検証による本質的な課題の明確化
■各課題の深堀り検証
■“発注者の不安“と”事業の課題“の仕分けによる本質的な課題の明確化



1.応募事業の概要確認

現庁舎
総合会館

カフェ

偕
行
社

至
善

通
寺

駅

事業名称・建設場所 桜井市新庁舎建設事業 （奈良県桜井市大字栗殿432番地1）

構造・規模 鉄筋コンクリート造 地上４階建、免震基礎構造 (想定）/ 延床面積：約8,300㎡(新庁舎部分：約7,700㎡)
敷地面積：13,000㎡

事業費（予定） 約45億円

事業完了予定 平成33年3月末 竣工予定（開庁予定：平成33年4月末 解体・外構工事終了：平成34年1月末）

現在のステイタス 基本設計終了段階

今後のスケジュール H30年7月 入札公告予定、H30年10月 設計業務委託契約・優先交渉権者決定予定、H31年9月着工予定

発注スキーム 技術提案・交渉方式（設計交渉・施工タイプ：D+B方式）＋CM方式

事業関与者 基本設計者: RIA 実施設計者: 未定 施工者: 未定（今後選定）

計画イメージ
現本庁舎・旧消防庁舎

現況写真 現状配置 平面計画

新庁舎
建設予定地

新庁舎

来庁車・公用車
駐車場

市民
広場

東側より現庁舎を望む
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2-1.発注者が抱える課題の把握と課題検討範囲の整理

●免震（大臣認定）採用を前提とした事業計画のため許認可、工事工程を含めた全体スケジュールに不安がある
公共施設等適正管理推進事業債の活用を前提としており、平成32年度末迄の工事完成が必達

●新庁舎建設に係る事業予算がタイトであることに不安がある
財政状況が厳しく、多額の一般財源を拠出する事が困難で、コスト縮減が必要

●建設予定地直下の既存埋設インフラに係る工事内容が不明確なため、コストやスケジュールに不安がある
埋設されている既存インフラに関して図面等の情報が不明確で、工事内容の把握と工事費の確定が困難

●庁舎建設事業への経験不足及びマンパワー不足の補完が必要
庁舎建設を推進する上で事務的、技術的な経験やマンパワーが庁内に不足

＜当初発注者が検討していた事業手法・入札契約方式＞
●従来方式
●設計施工一括発注方式 ➡施工者特有のノウハウを活用し、経済的かつ効率的な工事調達に期待
●CM方式 ➡発注者側のコスト・品質・スケジュールなどに関するマネジメント機能の強化
●民間活用（DBO等のPFI方式等）

➡PFI方式では参加事業者の意欲を引き出しにくい事や手続きに多くの時間を要する事などから、不採用が決定済。
※ 支援事業では、DB方式（入札型）、技術提案・交渉方式（Ｄ＋Ｂ方式）、ECI方式も含め実現性を広く検討

2.事業の課題解決に資する調達方法、入札契約方式の選定に苦慮

3.入札契約方式選定に向けた支援の５つのポイント

1.発注者が抱えていた事業の課題

Point 1. 課題の深堀り検証による“本質的な課題”の明確化（①敷地内条件 ②スケジュール ③コスト ④事業実施体制）
Point 2. 候補の入札契約方式の特徴の整理と、各課題に対する効果の検討による最適な入札契約方式の選定
Point 3. 事業実施スケジュールの検討
Point 4. CM募集要項作成支援を含むＣＭ会社選定支援（支援事業で実施）
Point 5. 事業実施段階における、必要な手続きの検討と公募資料の作成支援

3

多様な入札契約方式の導入に期待が
あるものの、過去に実施の経験がなく、
本当に期待する効果を得られる
方式の選定に不安を抱いている
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●発注者の当初の要望と課題を、敷地内条件・スケジュール・コスト・事業実施体制の視点で整理

① 既存埋設インフラを盛替えし、市役所を利用しながら、新庁舎を建設する
必要がある。

② 既存埋設インフラは建設予定地直下にあり、図面情報等が不明確で工事
内容が確定できない。

① 既存埋設インフラを盛替えし、市役所を利用しながら、新庁舎を建設する
必要がある。

② 既存埋設インフラは建設予定地直下にあり、図面情報等が不明確で工事
内容が確定できない。

３．コストに係る課題
① 基本構想時点の予算設定の妥当性に関して不安がある。
② 仕様が不明確な埋設インフラに係る工事費の妥当性が分からない。
③ 設計と施工を一括で発注する事によるコスト縮減機会の創出に期待。

① 基本構想時点の予算設定の妥当性に関して不安がある。
② 仕様が不明確な埋設インフラに係る工事費の妥当性が分からない。
③ 設計と施工を一括で発注する事によるコスト縮減機会の創出に期待。

２．スケジュールに係る課題
① 公共施設等適正管理推進事業債を活用のため、平成32年度末迄の工

事完了が必達。
② 申請期間を要する免震構造（大臣認定）を採用した上で、上記スジュー

ルを厳守する必要がある。

① 公共施設等適正管理推進事業債を活用のため、平成32年度末迄の工
事完了が必達。

② 申請期間を要する免震構造（大臣認定）を採用した上で、上記スジュー
ルを厳守する必要がある。

➡課題深堀りの視点
●免震構造の設計、許認可申請、施工スケジュールの詳細検証

➡課題深堀りの視点
●基本設計概算の妥当性の検証
●コスト縮減機会を増加させる発注方式の検討

➡課題深堀りの視点
●市役所を利用しながら盛替え工事を行う事ができるフローの検討
●早期に舗装解体を伴う既存インフラ調査ができる方法の検討

2-2.発注者が抱える課題の把握と課題検討範囲の整理

➡課題深堀りの視点
●発注者の意向を十分に反映できる実施設計以降のプロセスの検討
●発注者体制を技術的・人的に支援する方法の検討

１．敷地内条件に係る課題

① 基本設計期間が非常にタイト（４ヶ月間）と厳しい設定のため、基本設
計期間内に発注者の与件を十分に反映させる事が困難。

②基本設計者を実施設計者として随意契約する事は市の方針として出来ない。
③経験及びマンパワーの不足から、要求水準書等の入札関係図書の作成に

不安がある。
④ 地元企業の入札参加機会に配慮する必要がある。

① 基本設計期間が非常にタイト（４ヶ月間）と厳しい設定のため、基本設
計期間内に発注者の与件を十分に反映させる事が困難。

②基本設計者を実施設計者として随意契約する事は市の方針として出来ない。
③経験及びマンパワーの不足から、要求水準書等の入札関係図書の作成に

不安がある。
④ 地元企業の入札参加機会に配慮する必要がある。

４．事業実施体制に係る課題
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●当初発注者が抱いていた課題を深堀り検討し、“本質的な課題”を明確化していく



●早期に既存インフラ調査を実施し、設計に調査結果を反映できるスキームの検討が必要
●既存インフラ盛替え費用を事業予算に早期に反映できる方式の検討が必要

3-1.課題の検証による本質的な課題の明確化（敷地内条件の検討）

現況配置図 計画配置図

新庁舎建設予定地直下に埋設さ
れている既存インフラの埋設状況
を実施設計の早い段階で調査す
る必要がある

既存インフラの盛替え工事について早
期に仕様確定し、精度の高い予算
化を行う必要がある

新庁舎建設中も稼働する既
存施設のインフラが支障なく使
えるように必要な場所に盛替え
を行う必要がある

盛替えたインフラが新庁舎建設
後も有効に使えるよう計画し、
新庁舎に繋ぎ込みを行う必要が
ある

舗装を解体しなければ把握できない
（設計者では仕様を確定できない）
埋設インフラの調査を早期に実施。
施工者の技術力を活用した詳細調
査のできる体制が必要。

①調査 ②仕様の確定→コスト算定 ③盛替え ④新建屋へ繋ぎこみ

●仕様が不明な建設予定地直下の既存埋設インフラについて、早期に仕様を確定できる方法を検討
●市役所を利用しながらインフラを盛替し、新庁舎の建設を行う事ができるフローの検証
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月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

設計者

発注者

設計者

発注者

設計者

発注者

発注者

DB方式
（入札型）

設計施工分離
（従来型）

施工者

施工者

入札契約方式

D＋B方式
（技術提案・交渉方式）

施工者

設計者

ECI方式

施工者

H33年度H32年度
7～9 10～12 1～34～6 7～9 10～124～6 1～37～9 10～12 1～3

年度
4～6

H31年度
1～37～9 10～12

H30年度H29年度
4～6

外構工事

外構工事外構設計

工事 20か月
準備工事

外構工事外構設計

実施設計基本設計

入札準備

基本計画

解体工事

性能評価

実施設計2 

基本設計

入札準備 契約

基本計画

性能評価 大臣認定

実施設計1

価格協議

工事 20 か月

性能評価 大臣認定

準備

プロポーザル 積算基本設計基本計画 実施設計1 実施設計2

技術協力 積算

工事監理

工事監理

入札準備 契約 入札準備

工事・工事監理 20か月

議会承認

準備工事

入札準備

積算

基本計画

準備 入札準備承認

工事・工事監理 20か月実施設計2 

性能評価 大臣認定

実施設計1

価格協議評価

積算

基本設計

解体工事

入札準備承認プロポーザル

実施設計0

評価

契約

議会承認 承認

契約

大臣認定
確認申請

準備工事

承認

契約

施工予定者

技術提案

確認

設計

技術提案
評価

承認

契約

解体工事
確認

プロポーザル
技術提案

承認

契約
準備工事

解体工事
確認

外構工事外構設計

外構設計

●免震構造の許認可申請期間を詳細検討した結果、従来型では期限内の工事完了が困難
●DB方式（入札型）では許認可前（仕様確定前）に予定価格を決めなければならないリスク有り
●ECI方式では、基本設計者が実施設計の続投ができないため、発注手続きの負担が増大する

3-2.課題の検証による本質的な課題の明確化（スケジュールの検討）

●公共施設等適正管理推進事業債を活用（財源確保）のため、平成32年度末の工事完了の実現性を検証
●申請期間を要する免震構造（大臣認定）を想定した詳細スケジュールで予定価格確定時期を比較検証
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予定価格確定
▼

▼ 予定価格確定

▼ 予定価格確定

1

32
免震構造の許認可後に予定価格
確定となるため、工程にロスが生じる

現状の免震構造の建設工事期
間を検証した結果、妥当な工事
期間が設定されていると判断

従来型ではH33.3月迄
に工事完成が出来ない。
（2ヶ月オーバー）

４

ＤＢ入札型では予定価格確
定時期が早すぎて正確な予
定価格の設定が出来ない。

ECI方式では市の事情で基本設計者の随契に
よる実施設計の続投が出来ない。実施設計者
及び施工者予定者選定を同時に行う事は困難。

５



●仕様が不確定な要素（既存埋設インフラ）があるため、早期に予定価格を決定することが難しい
●面積単価の設定が厳しく、設計段階からコスト縮減提案を検討しておく必要がある

3-3.課題の検証による本質的な課題の明確化（コストの検討）

新庁舎事業全体の予算が厳しいことから以下の検討が必要

２．早期に基本設計概算のレビューをし、
基本設計における仕様とコストの妥当性の検
討を行う必要

１．仕様が不確定な要素があるため、
適正な予定価格が決定できるプロセスの

検討が必要

３．設計段階から施工性を考慮したコスト縮
減案を取り入れる機会の創出が可能な手法の
検討が必要

1 愛媛県伊予市 市庁舎 6,200.00 地上5階 RC/免震 2015年1月入札 3,172,400,000円 511,677円 1,691,503円 1,826,823円
2 福岡県飯塚市 市庁舎 18,284.28 地上8階 RC/免震 2015年1月入札 6,661,932,000円 364,353円 1,204,478円 1,300,836円
3 秋田県能代市 市庁舎 6,969.00 地上4階 RC/免震 2015年2月入札 2,974,906,440円 426,877円 1,411,170円 1,524,064円
4 茨城県日立市 市庁舎 25,000.00 地上7階地下1階 S/免震 2015年2月入札 ― 0円 0円
5 兵庫県洲本市 市庁舎 14,049.00 地上6階地下1階 RC/免震 2015年3月入札 3,836,571,000円 273,085円 902,764円 974,986円
6 島根県安来市 市庁舎 6,510.68 地上4階 SRC 2015年4月入札 2,576,624,000円 395,753円 1,308,282円 1,412,944円
7 福島県川俣町 町役場 4,324.54 地上3階 RC/免震 2015年5月入札 1,953,047,000円 451,620円 1,492,964円 1,612,401円
8 和歌山県新宮市 市庁舎 6,823.94 地上7階 RC/免震 2015年5月入札 ― 0円 0円
9 滋賀県甲賀市 市庁舎 16,864.00 地上5階 S/免震 2015年6月入札 6,849,749,000円 406,176円 1,342,736円 1,450,155円

10 神奈川県藤沢市 市庁舎 35,435.03 地上10階地下1階 RC/免震 2015年7月入札 17,705,020,000円 499,647円 1,651,734円 1,783,873円
11 北海道北広島市 市庁舎 10,785.43 地上5階 S/免震 2015年8月入札 4,734,190,000円 438,943円 1,451,058円 1,567,143円
12 千葉県市川市 市庁舎 10,999.30 地上5階 S/免震 2015年9月入札 4,838,600,000円 439,901円 1,454,224円 1,570,562円
13 宮崎県日向市 市庁舎 11,573.00 地上4階 S/免震 2015年11月入札 4,105,944,000円 354,786円 1,172,853円 1,266,681円
14 茨城県高萩市 市庁舎 6,016.66 地上4階 RC/免震 2015年11月入札 2,830,410,000円 470,429円 1,555,143円 1,679,555円
15 群馬県富岡市 市庁舎 8,400.00 地上3階 RC/免震 2015年12月入札 3,591,440,000円 427,552円 1,413,403円 1,526,475円

12,548.99 5,063,910,265円 420,062円 1,388,639円 1,499,731円
1 埼玉県新座市 市庁舎 12,651.18 地上5階地下1階 RC/免震 2016年1月入札 4,887,000,000円 386,288円 1,276,991円 1,379,150円
2 宮崎県小林市 市庁舎 7,004.00 地上4階 SRC 2016年2月入札 2,649,950,000円 378,348円 1,250,743円 1,350,803円
3 青森県五所川原市 市庁舎 9,344.50 地上3階 SRC 2016年2月入札 4,608,440,000円 493,171円 1,630,326円 1,760,752円
4 埼玉県桶川市 市庁舎 9,543.18 地上5階 S/免震 2016年4月入札 3,182,000,000円 333,432円 1,102,259円 1,190,440円
5 兵庫県多可町 町役場 4,782.00 地上4階 S/免震 2016年5月入札 2,028,190,320円 424,130円 1,402,089円 1,514,257円
6 山口県周南市 市庁舎 20,414.00 地上6階 SRC/免震 2016年5月入札 6,197,300,000円 303,581円 1,003,578円 1,083,864円
7 茨城県水戸市 市庁舎 40,909.26 地上8階地下1階 RC/免震 2016年6月入札 ― 0円 0円
8 高知県高知市 市庁舎 32,420.00 地上6階地下1階 SRC/免震 2016年6月入札 9,923,053,000円 306,078円 1,011,833円 1,092,780円
9 群馬県板倉町 町役場 4,182.74 地上3階 RC/免震 2016年7月入札 1,673,700,000円 400,144円 1,322,797円 1,428,621円

10 埼玉県吉川市 市庁舎 7,505.81 地上3階 S/耐震 2016年9月入札 3,403,800,000円 453,489円 1,499,143円 1,619,074円
11 千葉県市川市 市庁舎 30,656.03 地上7階地下1階 S/免震 2016年9月入札 14,582,496,000円 475,681円 1,572,507円 1,698,307円
12 沖縄県豊見城市 市庁舎 12,000.00 地上5階地下1階 RC/免震 2016年9月入札 3,910,300,000円 325,858円 1,077,222円 1,163,400円
13 佐賀県武雄市 市庁舎 8,373.40 地上6階 RC 2016年10月入札 2,718,980,000円 324,716円 1,073,447円 1,159,323円
14 長野県御代田町 町役場 4,337.99 地上3階 S 2016年10月入札 ― 0円 0円
15 愛媛県四国中央市 市庁舎 10,300.00 地上6階 S/免震 2016年11月入札 ― 0円 0円

14,294.94 4,980,434,110円 383,743円 1,268,578円 1,370,064円
391,661円

14,552.63 5,233,541,917円 372,745円

2015年平均

2016年平均

2011年～2016年平均

1 愛媛県伊予市 市庁舎 6,200.00 地上5階 RC/免震 2015年1月入札 3,172,400,000円 511,677円 1,691,503円 1,826,823円
2 福岡県飯塚市 市庁舎 18,284.28 地上8階 RC/免震 2015年1月入札 6,661,932,000円 364,353円 1,204,478円 1,300,836円
3 秋田県能代市 市庁舎 6,969.00 地上4階 RC/免震 2015年2月入札 2,974,906,440円 426,877円 1,411,170円 1,524,064円
4 茨城県日立市 市庁舎 25,000.00 地上7階地下1階 S/免震 2015年2月入札 ― 0円 0円
5 兵庫県洲本市 市庁舎 14,049.00 地上6階地下1階 RC/免震 2015年3月入札 3,836,571,000円 273,085円 902,764円 974,986円
6 島根県安来市 市庁舎 6,510.68 地上4階 SRC 2015年4月入札 2,576,624,000円 395,753円 1,308,282円 1,412,944円
7 福島県川俣町 町役場 4,324.54 地上3階 RC/免震 2015年5月入札 1,953,047,000円 451,620円 1,492,964円 1,612,401円
8 和歌山県新宮市 市庁舎 6,823.94 地上7階 RC/免震 2015年5月入札 ― 0円 0円
9 滋賀県甲賀市 市庁舎 16,864.00 地上5階 S/免震 2015年6月入札 6,849,749,000円 406,176円 1,342,736円 1,450,155円

10 神奈川県藤沢市 市庁舎 35,435.03 地上10階地下1階 RC/免震 2015年7月入札 17,705,020,000円 499,647円 1,651,734円 1,783,873円
11 北海道北広島市 市庁舎 10,785.43 地上5階 S/免震 2015年8月入札 4,734,190,000円 438,943円 1,451,058円 1,567,143円
12 千葉県市川市 市庁舎 10,999.30 地上5階 S/免震 2015年9月入札 4,838,600,000円 439,901円 1,454,224円 1,570,562円
13 宮崎県日向市 市庁舎 11,573.00 地上4階 S/免震 2015年11月入札 4,105,944,000円 354,786円 1,172,853円 1,266,681円
14 茨城県高萩市 市庁舎 6,016.66 地上4階 RC/免震 2015年11月入札 2,830,410,000円 470,429円 1,555,143円 1,679,555円
15 群馬県富岡市 市庁舎 8,400.00 地上3階 RC/免震 2015年12月入札 3,591,440,000円 427,552円 1,413,403円 1,526,475円

12,548.99 5,063,910,265円 420,062円 1,388,639円 1,499,731円
1 埼玉県新座市 市庁舎 12,651.18 地上5階地下1階 RC/免震 2016年1月入札 4,887,000,000円 386,288円 1,276,991円 1,379,150円
2 宮崎県小林市 市庁舎 7,004.00 地上4階 SRC 2016年2月入札 2,649,950,000円 378,348円 1,250,743円 1,350,803円
3 青森県五所川原市 市庁舎 9,344.50 地上3階 SRC 2016年2月入札 4,608,440,000円 493,171円 1,630,326円 1,760,752円
4 埼玉県桶川市 市庁舎 9,543.18 地上5階 S/免震 2016年4月入札 3,182,000,000円 333,432円 1,102,259円 1,190,440円
5 兵庫県多可町 町役場 4,782.00 地上4階 S/免震 2016年5月入札 2,028,190,320円 424,130円 1,402,089円 1,514,257円
6 山口県周南市 市庁舎 20,414.00 地上6階 SRC/免震 2016年5月入札 6,197,300,000円 303,581円 1,003,578円 1,083,864円
7 茨城県水戸市 市庁舎 40,909.26 地上8階地下1階 RC/免震 2016年6月入札 ― 0円 0円
8 高知県高知市 市庁舎 32,420.00 地上6階地下1階 SRC/免震 2016年6月入札 9,923,053,000円 306,078円 1,011,833円 1,092,780円
9 群馬県板倉町 町役場 4,182.74 地上3階 RC/免震 2016年7月入札 1,673,700,000円 400,144円 1,322,797円 1,428,621円

10 埼玉県吉川市 市庁舎 7,505.81 地上3階 S/耐震 2016年9月入札 3,403,800,000円 453,489円 1,499,143円 1,619,074円
11 千葉県市川市 市庁舎 30,656.03 地上7階地下1階 S/免震 2016年9月入札 14,582,496,000円 475,681円 1,572,507円 1,698,307円
12 沖縄県豊見城市 市庁舎 12,000.00 地上5階地下1階 RC/免震 2016年9月入札 3,910,300,000円 325,858円 1,077,222円 1,163,400円
13 佐賀県武雄市 市庁舎 8,373.40 地上6階 RC 2016年10月入札 2,718,980,000円 324,716円 1,073,447円 1,159,323円
14 長野県御代田町 町役場 4,337.99 地上3階 S 2016年10月入札 ― 0円 0円
15 愛媛県四国中央市 市庁舎 10,300.00 地上6階 S/免震 2016年11月入札 ― 0円 0円

14,294.94 4,980,434,110円 383,743円 1,268,578円 1,370,064円
391,661円

14,552.63 5,233,541,917円 372,745円

2015年平均

2016年平均

2011年～2016年平均

◆新庁舎建設工事費の坪単価のレベルについて

坪単価（契約実績）
他事例平均=140万/坪（税込）

◆桜井市の事業費構成について

【2016年に建設された免震構造の庁舎の契約価格の実績平均価格】

●基本構想時点の予算設定について事業予算の内訳を検証

今回の建設工事費
坪単価=141万/坪（税込み）

7

発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 事業実施段階における

具体的な手法の検討
課題の検証による

本質的な課題の明確化
課題解決に向けた

入札契約方式の検討
発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理

免震構造の庁舎の実績坪単価と比較し適正の範囲であるが、基本計画
段階としては余裕がなく、不確定要因によりコストが増大するリスク有

既設埋設インフラの施工
図が不明確であるため、
基礎設計条件が未確定で
ある。
基礎工事費用が想定以
上になる可能性もあるため、
他事例平均での設定では
変動要素リスクを回避でき
ていない。

事業費に含まれている項目

・設計費
・新庁舎建設費
・埋蔵文化財発掘調査費
・ボーリング調査費
・土壌汚染調査費
・敷地調査費
・CM業務費
・監理業務費
・外構費・除却・改修設計
・外構工事費
・除却工事費
・改修工事費
・システム移設費
・引越移転費
・什器備品費

設計・調査費用は告示15号と
比較し適正の範囲

【桜井市庁舎建設予算資料】

外構・解体工事は計画前のため
外構費用（埋設インフラ工事含
む）は不確定要素が多い

既存埋設インフラ盛替え工事の費用の妥当性が不明

埋設インフラ盛替
え予算はここに計

上されている

項目の抜け
漏れはない



3-4.課題の検証による本質的な課題の明確化（事業実施体制の検討）

＜事業の実施体制の課題＞ ＜課題の検証＞●現在の事業関係者の課題を把握し、今後の体制構築に対する発注者の要望を整理

施工者

実施設計者

地元業者

発注者支援者
（ＣＭＲ等）

◆現在の事業体制の課題（事業関与者の課題）
DB方式、ECI方式による発注の経験がない。（桜
井市の実情として、事務職３名、技術職２名の人
員しかいないのでマンパワー不足である）
従来方式やECI方式の場合、市の方針として基本
設計者と実施設計の随意契約ができない。
※実施設計者の再選定期間が必要となる。
基本設計期間が非常にタイト（4ヶ月）なため、発
注者与件を設計に十分に反映することが困難。また、
経験が無いため、要求水準書や入札関係図書の作
成に不安がある。

◆将来の事業関与者に対する期待

発注者
の課題

（桜井市）

多様な入札契約方式による発注の技術
的な支援をしてほしい。
マンパワー不足の補完をしてほしい。
第三者によるコストの妥当性の検証をし
てほしい。

既設埋設管の盛替え仕様確定のための舗
装解体を伴う調査を早期に実施してほしい。

工事監理者 品質管理を確実に実行してほしい。

地元企業の参加機会は増やしたいが、
品質確保や競争性の確保を優先する。

●短い基本設計期間で反映しきれなかった発注者要望の実施設計段階でのフォローアップに期待
●既設埋設管の盛替え工事の仕様確定のため、舗装解体を伴う調査の早期実施が必要
●発注者の経験及びマンパワー不足への体制補完が必要

基本設計者
の課題

基本設計期間が４ヶ月と短く、通常の基本設計段
階で求められるレベルの仕様を確定することが困難。
建設予定地に既存埋設インフラがあるものの、施工
図等の情報が不明で、基礎計画のための設計条件
が確定できない。
桜井市の発注方針により実施設計を随契できない。
（実施設計者としてのプロポ参加は可能）
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既設埋設管の盛替えについて、コストを抑
え効率のよい設計を実現してほしい。
短い基本設計期間で反映しきれなかった
発注者要望を実施設計で実現してほしい。

発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 事業実施段階における

具体的な手法の検討
課題の検証による

本質的な課題の明確化
課題解決に向けた

入札契約方式の検討
発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理



以下の①～④を満たす入札契約方式を検討する
① 埋設インフラ調査を早期に実施し、仕様確定ができる手法
② 免震構造許認可工程と予定価格算出工程を重ねられる手法
③ 舗装解体調査により埋設インフラ工事の仕様を事前に確定し、工事費

の確定ができる手法
④ 発注者の経験及びマンパワー不足、事業推進中の技術的判断の支援

最適な入札契約方式として検討
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技術提案・交渉方式
（D+B:設計交渉・施工タイプ）＋CM方式

3-5.課題の検証による本質的な課題の明確化（まとめ）

●発注者の当初の課題を深堀り検討した結果、本質的な課題が明確化した

発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 事業実施段階における

具体的な手法の検討
課題の検証による

本質的な課題の明確化
課題解決に向けた

入札契約方式の検討
発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理

発注者の当初の主な課題 明確化した本質的な課題

1 既存埋設
インフラ

●建設予定地直下の既存埋設インフラの情報が不明確。
●既存インフラを盛替えし、利用しながら新庁舎の仕様を確定し、建設
　する必要がある。

●早期に既存インフラ調査を実施し、設計に調査結果を反映可能な
　 スキームの検討が必要。
●既存インフラ盛替え費用の影響度を、事業予算に反映できる方式の
　 検討が必要。

2 スケジュール
●公共施設等適正管理推進事業債を活用のため、平成32年度末迄の
　 工事完了が必達。
●免震構造（大臣認定）を採用した上で、工程を厳守する必要がある。

●申請期間を詳細検討した結果、従来型では期限内の工事完了が困難。
●DB方式（入札型）では許認可申請前（仕様未確定）に予定価格
　 を確定するリスクがある。

3 コスト
●基本構想時点の予算設定がタイト。 ●仕様が不確定なため、早期に予定価格を決定することが難しい。

●単価設定が厳しく、設計段階からコスト縮減提案を検討する必要がある。

4 事業実施体制

●設計施工一括発注、ECI方式の発注経験がない。
●基本設計期間が非常にタイトなため、要求水準書や各種入札関係
　 図書の作成に不安がある。
●地元企業の入札参加機会への配慮が必要。

●短い基本設計期間で反映しきれなかった発注者要望の実施設計段階
　 でのフォローアップに期待。
●既設埋設管の盛替え仕様確定のための舗装解体を伴う調査の早期実
 　施が必要。
●発注者の経験及びマンパワー不足の補完、事業推進中の技術的判断
　 を要する調整役が必要。

課題の優先度



4-1.課題解決に向けた入札契約方式の検討＜スケジュールの検討＞

●事業を確実に遂行するための”事業スケジュール”と”コスト管理”のポイントを検討

■ポイント1
・ 公示時に計画変更リスクを想定し、参考価格を設定する。
・ 十分な技術提案作成期間を確保する。

【具体的手法と効果】
① 計画変更リスクを想定した予備費を確保し、公示時に提示する参考価格を設定する提

示参考価格内での要求水準書の技術提案の提出と、優先交渉権者選定時にVE提
案の採否を評価した上で、基本協定書にて工事金額の合意を行う。

② 募集提案の制度を上げることにより、課題を早期に明確にし、設計手戻りやコストの増大
を防止する。（フロントローディング）

■ポイント２
・ 実施設計を分割し、目標工事との乖離具合を常にモニタリングを行う。

実施設計０：技術提案内容の検証など実施設計に取り掛かるための準備
実施設計１：性能評価・大臣認定に必要な検討・図面作成
実施設計２：施工のための詳細図作成

・ 免震工事のための申請手続（性能評価・大臣認定）期間確保する。
・ 技術提案の審査及び価格交渉の結果を踏まえ、官積算による予定価格を設定する。
【具体的手法と効果】
① 実施設計分割による申請対象工事の早期化着手による事業スケジュールの短縮。
② 価格協議に基づき、官積算を修正し、予定価格を算出。不調・不落を防止。

10

発注者による
事業の推進

支援
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発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理

『技術提案・交渉方式（D+B:設計交渉・施工タイプ）＋CM方式』の実施スケジュール

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

H31年度
(2019)

H33年度
(2021)

H32年度
(2020)

4～6

支援事業者による検討
スケジュール

H30年度
(2018)

H29年度
(2017)

当初想定
スケジュール

（桜井市作成）

4～6 7～9 10～12

年度
1～3 7～9 10～12 1～3 7～9 10～12 1～34～6 7～9 10～12 1～3 4～6

発注準備 発注準備承認

施 工

性能評価

価格協議評価

積算

プロポーザル
技術提案

承認

契約準備工事

解体工事

確認

外構工事
竣工▼

基本計画

発注手続き
実施設計

基本設計

施 工
許認可

工事完了期限
H32年度内完成▼

ポイント１

公告▼

▼要求水準書作成
参考価格の設定

▼優先交渉権者決定
▼設計業務委託契約
▼基本協定
（参考価格合意）

▼予定価格の設定
価格交渉
見積合せ▼工事請負契約

▼外構工事請負契約

十分な提案期間の確保
要求水準書作成期間の確保

設計手戻り・コスト乖離の防止

申請期間の確保

実施設計分割による
申請対象工事の早期化

基本計画 基本
設計

CM業務（発注段階・実施設計段階・施工段階）

大臣認定

実施設計2実施設計1実施設計0

ポイント2



VE検討

●早期に工事の仕様確定した上で、予定価格の確定が可能
●ＣＭ方式の導入により、基本設計段階から工事段階まで継続的なコストモニタリング効果にも期待

4-2.課題解決に向けた入札契約方式の検討＜コストの検討＞

●「工事費概算のブレ幅」を最小限に抑えるための段階的なコストコントロール手法

価格等交渉
見積合せ 施 工

H30年度 H31年度 H32年度

▼公告 ▼優先交渉権者特定／設計契約 ▼施工契約

実施設計

H29年度

基本設計 プロポーザル

▼桜井市目標工事費（予定価格）

既存埋設管調査

計画深度

計画深度

不確定要素

不確定要素工事費概算
のブレ幅

▼ＣＭ契約

○計画深度
➡仕様検討の深さ

○不確定要素
➡埋設インフラ等工事仕様等

11

発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 事業実施段階における

具体的な手法の検討
課題の検証による

本質的な課題の明確化
課題解決に向けた

入札契約方式の検討
発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理

『技術提案・交渉方式（D+B:設計交渉・施工タイプ）＋CM方式』のフローとコストコントロールのポイント

ＣＭ

①ＣＭＲの基本設計段
階の参画によるコスト妥
当性の検証

②施工者の早期参画に
よる、インフラ盛替え工事
仕様の早期確定

③設計段階における、発注
者（ＣＭＲ）・設計者・
施工者によるＶＥ案の検討

▼予定価格の確定

④ＣＭＲによる第三者による継続的な
コストモニタリング

基本計画

参考価格の設定▼



5-1.事業実施段階における具体的な手法の検討＜公募資料の作成支援①＞

●「桜井市のニーズを反映した評価軸」による公募資料（D＋B方式）案を検討
【募集要項書 1次審査】（案）
＜参加資格審査＞
■設計実績
■施工実績
■事業体制表/JV構成書
■要員資格

管理技術者 ：設計者
or 施工者
選択可

設計責任者 ：設計者
施工責任者 ：施工者
工事費責任者：施工者

<技術対話＞
計画コンセプト・デザインイメージの一
部の改善や不備を解決案他の提案
改善案の評価は2次審査で行う。
あわせて事業費参考額以内の提案
か確認

【募集要項書 2次審査・選定】 （案）
＜妥当性・実現性評価＞
■評価・配点（合計***点）
1.業務計画 人を選ぶ：配点***点
2.計画・デザイン 案を選ぶ

：配点***点
3.参考見積 事業性を選ぶ

：配点***点
■評価ポイント
1.業務計画

実績・受賞歴、設計体制、実施方法や
プロジェクトに対する考え方、全体工程・
工程短縮等を評価

2.計画・デザイン
計画・デザイン性を評価

3.参考見積
概算工事費内訳により妥当性・実現性
を評価

4.VE提案
VE提案採否を評価

※参考見積評価
2次審査では、参考見積内訳書の内
容及び算出根拠により妥当性を審査
し、計画案とコストの整合性・妥当性
を評価
□参考見積内訳書の妥当性評価(案)

配点：全体の***％
評価基準

：計画案とコストの妥当性
評価方法

：配点 × 係数 ＝ 得点

評 価 係数
A 特に優れている ***
B 優れている ***
C 普通である ***
D 劣る ***

E
・妥当性のある根拠を確認
できない

・事業費参考額を上回る
***

H33年度

補助金リミット：H32年度末迄の竣工

参加資格申請
提案作成

技術提案
コスト検討
提案作成

1次審査
資格審査 プレゼン

協定
条件
確認

実施設計
０

実施設計
１

価格等交渉
見積合せ 施 工

H30年度 H31年度 H32年度

公告
▼

1次審査結果通知
▼ 優先交渉権者特定・公表

▼

▼基本協定・設計業務委託契約 工事請負契約
▼

竣工
▼

発注者 競争参加者 設計・施工者（優先交渉権者）

実施設計
２

設計・施工者

２次審査
▼

設計施工
体制

単体企業
共同企業体（施工者のみ）

共同企業体
（共同実施方式）

概 要
単体企業

特定建設工事共同企業体
建設企業と設計企業グループ
特定JVと設計企業グループ

形態

設計実績

＜過去10年以内＞
以下の全ての要件を満たす実施設計業務を元請として
履行した実績
(ア)延べ面積が●,000㎡以上の官公庁の庁舎又は民
間企業の事務所、銀行
(イ)延べ面積が●,00㎡以上の免震構造の建築物

施工実績

以下の全て要件を満たす工事を元請として施工実績のあ
る者
・延床面積が●,000㎡以上の官公庁の庁舎、又は民
間企業の事務所、銀行
・延床面積が●,000㎡以上の免震構造を有する施設

設計 施工

建

築

構

造

電

気

機

械

建

築

構

造

電

気

機

械

設計者 施工者

設計 施工

建

築

構

造

電

気

機

械

建

築

構

造

電

気

機

械

施工者

【基本協定条件確認】

■契約の条件整理
■コスト：上記に基づく、目標工

事金額の合意
■工 程：事業工程の合意
■参考見積額が事業費参考額を上

回る場合は、事業費参考額を下
回る具体策と削減額を合意。合意
できない場合は、次順位者協議に
移行

【工事請負契約締結】

■実施設計図に基づく積算
桜井市 ：官積算
設計施工者：民間積算

■価格協議
官積算と民間積算に基づく
価格協議

■予定価格の作成
価格協議に基づき、
官積算を修正し、予定価格とする

■見積合せ
随意契約による工事請負契約

【設計期間中レビュー】

■設計レビュー
設計内容の確認、技術的検証

■コストレビュー
設計・施工者提案の内訳明細書を
発注者と設計・施工者のコスト管理
ツールとして共有
目標工事との乖離具合を常にモニタ
リング

■VE・CD検討
■市民への情報公開・参加方法

【設計業務の要求水準】
■業務の対象
庁舎等整備に係る事前調査、設
計業務及び申請業務

■業務内容
・事前調査業務
・各種申請業務
・設計及び関連業務

■事前調査業務
・インフラ、既存埋設管調査
・電波障害調査
・周辺家屋調査
・既存庁舎アスベスト調査

外構解体
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発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 事業実施段階における

具体的な手法の検討
課題の検証による

本質的な課題の明確化
課題解決に向けた

入札契約方式の検討
発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理



5-2.事業実施段階における具体的な手法の検討＜公募資料の作成支援②＞

・CM業務委託募集要項資料の骨子の作成
・要項書に関する技術的な内容への助言
・CM業務委託募集要項資料の骨子の作成
・要項書に関する技術的な内容への助言

13

◆CM会社選定のための募集要項資料作成

１．CM業務委託募集要項（案） 2 ． CM業務特記仕様書（案）

3 ． CM業務委託参加表明書 4 ．桜井市新庁舎建設CM業務
評価要項（案）

5 ．桜井市新庁舎建設CM業務
様式集（案）

6 ．事業関与者役割分担表

●CM会社の公募に必要な書類の作成支援及び各種助言を通じ、ＣＭ会社選定を全面的に支援

発注者による
事業の推進

支援
フロー 応募事業の概要確認 事業実施段階における

具体的な手法の検討
課題の検証による

本質的な課題の明確化
課題解決に向けた

入札契約方式の検討
発注者が抱える課題の把握と

課題検討範囲の整理



【上田市の背景】
敷地は歴史的景勝地の中心に位置し、一部既存建物を残しつつの改築計画となり、市
民から歴史的背景の継承を庁舎の設計に強く求められている。
基本設計終了段階でのプロジェクトの深度（モノ決めレベル）が深く、各事業関与者
（複数企業）への期待や実施体制が明確。
スケジュールと施工難易度の解決が課題（妥当な予算を確保している）

上田市・桜井市の事業の背景と導き出された結果の関係性の検証
●上田市・桜井市各々の自治体が、最適な入札契約方式の決定に至った検討条件を比較整理

上田市 桜井市

基本計画者

実施設計者
（意匠）

工事監理者 施工者

ＣＭＲ 調査者

施工者

工事監理者

現
時

点
の

事
業

体
制

今
後

の
事

業
体

制
ア

ウ
ト

プ
ット

上田市の実情 桜井市の実情

実施設計者
（構造他）

設計会社 施工会社

CM会社
実施設計者

施工会社

設計会社CM会社

基本設計者 ＣＭＲ

基本計画者

基本設計者

技術協力者

CM会社に期待される業務
• 未経験の発注方式に対する支援
• 設計者、施工者間の技術的調整
• 特にP・C・Sの期待

CM会社に期待される業務
• 未経験の発注方式に対する支援
• 設計施工者に対する透明性の確保
• 全段階におけるP・Q・C・Sへ期待

施工会社への期待
• 解体と本体工事の一体的な計画

及び工事による工期短縮
• 難易度の高い工事条件に対する

適切な仮設計画、ローリング計
画の実現

施工会社への期待
• 基本設計で具現化に至らなかった、発

注者の意図を反映した設計提案
• 不明な仕様（埋設管）を確定するた

め、早期事業費、工程確定のための早
期参画と予算内、期限内の工事完了

【桜井市の背景】
比較的新しい街区での解体後の更地への建替えであり、歴史的な継承の要素は少ない。
基本計画者が基本設計を継続しているが、市の方針で実施設計は継続できない。
基本設計終了段階でのプロジェクトの深度（モノ決めレベル）が浅く、上記の理由から
設計施工者（同一企業）に以降の発注者の要望を全て委託する意向となっている。
スケジュール・コスト共に厳しく、仕様未確定な工事のコストの早期把握が課題。

CMRの一般的な役割
P:プロジェクト運営
Q:品質管理
C:コスト管理
S:スケジュール管理

設計会社への期待
• 歴史的文脈の設計への継承
• 全段階における設計意図伝達
• 工事監理による品質管理（Q)

設計会社への制約条件
• 市の方針で実施設計へ続

投できない事から、設計会
社からは、限られた協力し
か得る事が出来い。

●両市とも設計段階から施工者が関与する方式を選定したが、各々の自治体の持つ事業関与者への期待や制約
条件から、発注者ニーズと事業関与者の得意領域に応じた “カスタムメイドの方式”が導き出された 14

設計・施工一括発注方式（DB方式：入札型）
＋技術協力タイプ+ＣＭ方式
／設計会社による工事監理

技術提案・交渉方式（設計交渉・施工タイプ）＋CM方式
／施工会社による工事監理



徳島県・美波町

平成29年度多様な入札契約方式モデル事業
支援結果(大規模災害を想定した復旧・復興事前検討事業)



支援フロー
●復旧・復興事前検討事業の進捗状況(スケジュール)に応じて支援範囲を設定して実施
●徳島県・美波町では、以下のフローで支援を実施

６ 発注者による事業の推進

支援範囲

1

４ 入札契約方式の検討
■ 復旧・復興段階別に発注者の体制整備、入札契約方式、施工確保対策を検討

1 応募事業の概要把握
■ 想定される被害後の状況

２ 発注者が抱える課題、ニーズの抽出
■ 発注者の事業実施体制、事業特性、工事の担い手に係る課題の抽出

３ 課題整理と解決の方向性
■ 発注者の体制整備、入札契約方式、施工確保対策の解決の方向性

５ 手引き（案）の作成
■ 1～4から手引き（案）の作成



段 階 対象事業等

応急復旧段階
「災害対策基本法」における「災害応急対策」で実施される工
事

本復旧段階
「災害対策基本法」における「災害復旧」で実施される工事の
うち、「公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法」に定めら
れている公共土木施設に対する「災害復旧事業」

復興段階
「大規模災害からの復興に関する法律」における「「特定被
災市町村」」が策定した「復興計画」の目標を達成するために
必要な事業（「復興整備事業」）

復旧・復興段階と対象事業本事業で設定している復旧・復興段階

■ 本事業の対象範囲

●南海トラフ巨大地震の発生に備え、公共土木施設の応急復旧、本復旧、復興段階の段階で想定
される課題に対して、対応可能な施工確保対策や最適な入札契約方式を検討

■ 本事業の概要

南海トラフ巨大地震の復旧・復興に関して、復旧段階と復興段階に明確な区分は無いが、復旧・復興段階の変化
に伴い実施される事業の特性も異なることから、本事業では概念的に以下のような復旧・復興段階を設定し、各
段階で有効と考えられる方策を検討
設定した復旧・復興の各段階では、基本的に公共土木施設を中心とした事業を対象に検討

2

応募事業の概要確認
課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、

ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成



事業名 徳島県・美波町 大規模災害を想定した復旧・復興事前検討事業

事業内容 南海トラフ巨大地震等の発生を想定した公共土木施設の復旧及びその後の復興に関する入札契約方式に関し
て事前検討を行い、災害時の入札契約に係わる手引きの作成を行うものである。

関連計画等

徳島県及び美波町において、南海トラフ地震対策に関して以下のような諸計画等が策定されている。
【徳島県】
徳島県地域防災計画（含南海トラフ地震対策編）、徳島県国土強靱化地域計画、｢とくしま－０作戦｣地震対策行動計画（徳
島県南海トラフ・活断層地震対策行動計画）、徳島県南海トラフ巨大地震被害想定（第二次） 等
【美波町】
美波町地域防災計画、美波町国土強靭化地域計画 等

対象自治体概要

徳島県 美波町

面積（km2） 4,146.79 km2 140.8 km2

人口（人） 764,213 人 7,114 人

可住地面積率 (%) 24.6 11.1

岩手県 女川町

面積（km2） 15,275.01 km2 65.35 km2

人口（人） 1,277,271 人 6,735 人

可住地面積率(%) 24.2 13.6
可住地面積率＝（可住地面積／総面積）

可住地面積：総面積から林野面積と主要湖沼面積を差し引いて算出したもの 「統計でみる市区町村のすがた2017 総務省」より

徳島県

美波町

応募事業の概要確認

3

課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成



応募事業の概要確認

海陽町

牟岐町

美波町

阿南市

那賀町

上勝町

勝浦町

小松島市

徳島市
北島町

松茂町

鳴門市板
野
町

藍住町

上
板
町

石井町

阿波市

吉野川市

神山町
佐那河内町

美馬市

つるぎ町

東みよし町

三好市

三好市

■ 津波浸水面積が可住地面積の30%以上となる市町（被害想定）

美波町 由岐地区

美波町由岐地区で
は、地区の多くの
エリアで浸水深が
５ｍを超える被害
想定となっている。

美波町由岐地区の津波浸水想定

美波町 日和佐地区

美波町日和佐地区の津波浸水想定

●徳島県・美波町の地理的条件や他の大規模災害における他団体の被災事例から、南海トラフ巨大
地震の発生に伴う被害状況を想定

●徳島県の津波浸水想定によると、美波町では可住地面積の30％を超える区域が津波により浸水
［東日本大震災における女川町の被害（可住地面積の27%が津波で浸水）に相当］

浸水区域割合が
可住地面積の30%超

4

課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成



発注者が抱える課題、ニーズの抽出
課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、

ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成

●過去の事例整理に基づき大規模災害発生時に生じる状況として以下を抽出
Ⅰ 発注者の事業実施体制：事業量が急激に増大し、災害前の発注者の事業実施体制では対応しきれない状況が発生
Ⅱ 復旧・復興事業の特性：平常時の公共事業とは大きく異なる特性を持つ事業が発生
Ⅲ 工事の担い手（受注者）：受注者が様々な市場の制約（施工会社の不足、資機材・労務の不足等）を受ける状況が発生 5

●過去の大規模災害を参考に、南海トラフ巨大地震の発生により想定される「発注者の事業実施体
制に係わる状況」、「復旧・復興事業の特性」、 「工事の担い手（受注者）に係わる状況」を整理

発注者の事業実施体制 復旧・復興事業の特性 工事の担い手（受注者）

震災後の事業費は、震災前に比して
岩手県においては3倍、女川町にお
いては30倍といった状況が出現して
いる。

緊急性を求められる復旧・復興事業
において現体制の職員で事業実施を
円滑に行うことは困難であることが
想定される。

物資輸送等の基幹となる道路施設に
関して、南海トラフ巨大地震被害想
定（第二次）では、徳島県内で
1,600箇所の被災が同時発生と予測。

工事量が急激に増大するために、資
機材・労務費の高騰、技術者の不足
等が発生し、発注ができないといっ
た状況が出現する可能性が高い。

労務単価報道発表資料 国土交通省
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労務単価の推移（岩手県）

普通作業員 とび工 交通誘導員A

徳島県南海トラフ巨大地震被害想定（第二次）

計67,478 百万

計211,819 百万

計685 百万
計21,374 百万
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●震災後の事業費は大幅に増加しており、緊急性を求められる復旧・復興事業において現体制の職員で事業実施
を円滑に行うことは困難であることを想定

項目

平成22年度
(百万円）

平成27年度
（百万円）

増減割合
（H27/H22）

岩手県 女川町 岩手県 女川町 岩手県 女川町

土木費 66,262 660 154,314 19,976 2.3 30.3
災害
復旧費

1,216 25 57,505 1,398 47.3 55.9

計 67,478 685 211,819 21,374 3.1 31.2

項目
平成28年度

徳島県 美波町

職員数
（土木部門）

685人 6人

土木技師数 408人 2人

建築技師数 59人 1人

現在の職員を中心として、急激な事業増加に対応す
ることが求められる。

図 東日本大震災時の被災自治体の事業量の急激な増大
「東日本復興ＣＭ方式の検証と今後の活用に向けた研究会報告書 平成29 年3 月」より

項目
平成22年度 平成27年度

（H27/H22)

岩手県 女川町 岩手県 女川町

職員数

（土木部門）
693人 7人

771人
(1.1)

30人
(4.3)

土木技師数 455人 6人
524人

(1.2)
11人
(1.8)

建築技師数 66人 2人
73人
(1.1)

8人
(4.0)

6

発注者の事業実施体制に係わる状況
課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、

ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成

●過去の大規模災害と発注者の事業実施体制について比較



●他の災害事例を参考に、復旧事業特有の課題として「被災自治体における圧倒的な職員不足」、「多数被災箇所
の同時発生」、「工事の担い手不足の発生」、「資機材・労務単価の急激な値上がり」を整理。

①被災自治体における圧倒的な職員不足 岩手県において、災害復旧費が東日本大震災の前（平成22年度)の約47倍となるといった状況が出現
している。

②多数被災箇所の同時発生 物資輸送等の基幹となる道路施設に関して、南海トラフ巨大地震被害想定（第二次）では、徳島県
内で1,600箇所の被災が想定されている。

③工事の担い手不足の発生
美波町において町内業者が受注している土木工事は3億円/年内外となっているが、東日本大震災時の
女川町では土木費が単年度で200億円といった規模となっており、同規模の土木費が美波町で発生した
場合には、工事の担い手不足が発生することが想定できる。

④資機材・労務単価の急激な値上がり 東日本大震災では震災発生後に、被災地において資機材・労務単価の急激な値上がりが発生している。

被災自治体における
圧倒的な職員不足

大規模災害における復旧事業特有の課題
多数被災箇所の同時
発生

工事の担い手不足の発
生

資機材・労務単価の急
激な値上り

岩手県久慈川
堤防嵩上げ工事

岩手県久慈川
仮橋設置工事

7

復旧事業の特性
課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、

ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成

●過去の大規模災害から復旧事業の特性について整理



●他の災害事例を参考に、復興事業特有の課題として「被災自治体における圧倒的な職員不足」、「極めて大規模な事業」、「整備
計画変更の可能性」、「多種多様かつ多くの調整業務の発生」、「権利変更等の地権者合意形成」を整理。 8

①被災自治体における圧倒的な職員不足 女川町において、被災前の土木部門職員数は7名であった。（震災後は、約４倍以上に増）

②極めて大規模な事業 女川町に対する復興交付金の交付額は平成23年度から29年度の7年間で約1,250億円となっている。（ピークの平
成25年度の交付金額は310億円となっている。）

③整備計画変更の可能性
復興事業は、元の町に復旧するのではなく新たなまちづくりともいえる事業となり、その基礎となる整備計画は事業の進捗
とともに多くの変更がなされる。女川町における復興整備計画は平成24年3月の当初計画公表以来、平成29年8月に
第30回の計画変更がなされている。

④多種多様かつ多くの調整業務の発生
復興交付金の対象となる基幹事業（制度上は5省40事業）に関して、女川町では防災集団移転促進事業、都市再
生区画整理事業、道路事業、下水道事業等の18種の事業が実施されている。また、各事業の実施地区は、防災集団
移転促進事業だけでも23地区に及び多くの事業実施上の調整等が必要となっている。

⑤権利変換等の地権者合意形成 防災集団移転事業をはじめとして、各事業の事業実施にあっては地域住民の同意が必要な事項が多い。

被災自治体における
圧倒的な職員不足

復興事業特有の課題
極めて大規模な
事業

整備計画
変更の可能性

多種多様かつ多くの調
整業務の発生

権利変換等の
地権者合意形成

復興事業の特性
課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、

ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成

●過去の大規模災害から復興事業の特性について整理



●浸水区域が可住地面積の30%以上となる「東部県土整備局（徳島）」、「南部総合県民局（阿南）」及び
「同総合県民局（美波）」の各管内において、40～50%の建設企業がBCP認定

●美波町に本社がある建設企業（許可業種：土木一式）の内、津波の浸水区域内に本社が位置している建設
企業は50％程度おり、大規模災害発生時の工事の担い手不足が懸念される

業者数

東部県土
整備局
「徳島」
管内

南部総合
県民局
「阿南」
管内

南部総合
県民局
「美波」
管内

計

土木一式
(特A+A) 85 29 17 131

内県BCP
取得済業者

32
(38%)

16
(55%)

8
(47%)

56
(43%)

図 美波町内の建設企業（許可業種：土木一式）の本社の位置

表 徳島県建設業BCP認定の取得状況

※徳島県発注標準（土木一式工事）
特A ： 2億円以上 A ： 5000万以上 2億円未満
国土交通省（土木一式工事）
Ａ ：7.2億円以上 Ｂ ： 3億円以上 7.2億円未満

9

工事の担い手（受注者）に係わる状況①

●徳島県における建設業BCP※認定制度について整理

課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成

※BCP：BCPとは、Business Continuity Planのことで、災害などのリスクが発生したときに重要業務が停
止してしまわないようにしたり、万一、業務が停止した場合に目標とする期限内に業務を再開できるように
するために、平時から準備しておく計画をいう。



●土木一式工事の8割以上の件数を町内業者が受注しており、請負金額では、「特Ａ」と「Ａ」ランクの業者が約8
割を受注しており、大規模災害発生時の町内における工事の担い手不足が懸念される

工種
H29年度
ランク

発注件数

(H27+28)
(件)

請負額

(H27+28)
(百万円)

平均請負額

(H27+28)
(百万円／件)

土木一式

特A 9 150 17

A 26 371 14

その他 30 150 5

計 65 671 10

工種 企業所在地

発注件数

（件）

請負額

（百万円）

平均請負額

（百万円／件）

H27年度 H28年度 H27年度 H28年度 H27年度 H28年度

土木
一式

町内 27 29 272 364 10 13

町外（県内） 6 3 32 3 5 1

町外（県外） 0 0 0 0 - -

計 33 32 304 367 9 11

27件
81.8%

6件
18.2%

29件
90.6%

3件
9.4%

町内 町外（ 県内） 町外（ 県外）

内側： H27年度件数
外側： H28年度件数

150百万
22.4%

371百万
55.3%

150百万
22.4%

特Ａ Ａ その他

10

工事の担い手（受注者）に係わる状況②

●美波町における工事発注状況について整理

課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成



Ⅰ 発注者の事業実施体制に関する課題

Ⅱ  平常時とは大きく異なる事業の特性に伴う課題

① 事業の早期完成を図るため、種々の事業諸元等が不確定な状況で大規模事業を実施する必要
② 上記の状況下で公共事業として、コストの妥当性確保や地元経済への配慮を図りつつ事業実施する必要
① 事業の早期完成を図るため、種々の事業諸元等が不確定な状況で大規模事業を実施する必要
② 上記の状況下で公共事業として、コストの妥当性確保や地元経済への配慮を図りつつ事業実施する必要

① 震災前の事業量に比して、数倍以上の事業を実施する体制がないことへの対応
② 復旧・復興事業における近年の職員が未経験の技術的な課題への対応
① 震災前の事業量に比して、数倍以上の事業を実施する体制がないことへの対応
② 復旧・復興事業における近年の職員が未経験の技術的な課題への対応

発注者が抱える課題、ニーズの抽出

●過去の大規模災害事例を参考に、南海トラフ巨大地震の発生により、想定される具体的な課題を
整理

●他の災害事例を参考に、「Ⅰ発注者の事業実施体制に関する課題」、「Ⅱ平常時とは大きく異なる事業の特性に
伴う課題」、「Ⅲ工事の担い手（受注者）に係わる課題」として具体的な課題を抽出

Ⅲ 工事の担い手（受注者）に係わる課題

① 復旧工事の中心である地元企業の施工能力を超える工事量・被災箇所数への対応と早期完成の達成
② 資機材・労務費の短期間での値上がりへの対応（平常時とは異なる積算、設計変更等）
③ 指揮・連絡系統が平常時とは異なることへの対応

① 復旧工事の中心である地元企業の施工能力を超える工事量・被災箇所数への対応と早期完成の達成
② 資機材・労務費の短期間での値上がりへの対応（平常時とは異なる積算、設計変更等）
③ 指揮・連絡系統が平常時とは異なることへの対応

11

課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成



課題整理と解決の方向性

●公共事業に求められる透明性・公正性、品質・安全の確保といった点に加えて、大規模災害時の復
旧・復興事業においては東日本大震災、熊本地震で発生した状況から、以下の点に配慮が必要

Ⅰ 事業量が急激に増大し、災害前の発注者の事業実施体制では対応しきれない状況が発生
Ⅱ 平常時の公共事業とは大きく異なる特性を持つ事業が発生
Ⅲ 受注者が様々な市場の制約（施工会社の不足、資機材・労務の不足等）を受ける状況が発生

●他の災害事例での適用方策を分析の上、復旧・復興の段階毎に「発注者の体制整備」、「入札契約方式」、「施
工確保対策」を検討し、復旧・復興における入札契約等の手引き（案）を作成

●「南海トラフ巨大地震等の発生を想定したインフラの復旧・復興における入札契約方式事前検討チーム」を設置
して上記の検討を推進 12

課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成



●復旧・復興の各段階で想定される状況に対し、選択可能な「発注者の体制整備」、「入札契約方式」、「施工確
保対策」の各種方策を抽出し、選択の考え方を整理

段 階 発注者の体制整備
入札契約方式

施工確保対策
契約方式 競争参加者設定方法 落札者選定方法

平常時
災害協定の締結
ＢＣＰの認定

応急復旧
災害協定の活用

「災害時維持修繕協定（下
水道法）」の活用（美波町）

設計や工事の施工のみを発注する方式
随意契約 －

既発注工事の一時中
止
前金払の適切な実施詳細設計付工事発注方式

本 復 旧

「民間による発注者支援
（CM方式、事業促進PPP方
式等）」の活用

「関係機関による代行（国あ
るいは県による代行）」の活
用

設計や工事の施工のみを発注する方式
一般競争入札
指名競争入札

価格競争方式
総合評価落札方式

「発注準備・積算」、
「入札契約（競争参加
者の設定）」、「入札
契約（落札者の選定
方法）」、「施工段階」
に係る各対策
（次頁参照）

設計・施工一括発注方式
詳細設計付工事発注方式

一般競争入札 総合評価落札方式

設計段階から施工者が関与する方式
随意契約 技術提案・交渉方式

復 興

「民間による発注者支援
（CM方式、事業促進PPP方
式等）」の活用

「関係機関への事業委託
（URへの復興事業委託）」
の活用

設計や工事の施工のみを発注する方式 同本復旧 同本復旧

設計・施工一括発注方式
詳細設計付工事発注方式

同本復旧 同本復旧

設計段階から施工者が関与する方式
設計段階で工事費の交渉を行う方式
（技術提案・交渉方式（設計交渉施工タイプ））

同本復旧 同本復旧

※支払方式：全体を通じて総価契約方式

【今後の参考方策】 復興JVの平常時からの検討着手済

●応急復旧・本復旧・復興の段階毎に実施する工事の特性や市場の環境が変化することを考慮した
災害時における入札契約方式の選択が求められる

■ 復旧・復興段階別の方策メニュー
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課題整理と解決の方向性
課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、

ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成



発注準備・積算
入札契約

（競争参加者の設定）
入札契約

（落札者の選定方法）
施工段階

①施工箇所が点在する工事の間
接費の算定

①入札参加資格（地域要件）の緩
和

①手続き負担の少ない総合評価
落札方式の適用範囲の拡大

①常駐・専任要件の緩和

②実勢価格を反映した公共工事
設計労務単価の設定

②指名競争入札の積極活用
②入札成立要件の緩和（1者入札
の承認）

②スライド条項の運用

③被災地における間接工事費の
補正（復興係数）

③発注標準の運用変更（等級要
件の緩和）

③一括審査方式の活用
③遠隔地からの資材調達に係わ
る設計変更

④被災地における工事歩係りの
補正（復興歩係り）

④被災地外からの労働者確保に
係わる設計変更

⑤資材価格の見積活用
⑤請負契約締結後における単価
適用年月日の変更

⑥建設資材・労働力確保のための
「余裕期間」活用

⑥前金払いの割合等

⑦地方機関の発注権限の拡大
⑦受注者からの請求による工期
延長

⑧発注見通し公表
⑧資機材調達不能時における工
事一時中止の有効活用

⑨業団体との課題等の共有化

14

■ 復旧・復興段階別の方策メニュー （前頁に示した本復旧・復興段階における施工確保対策の詳細）

課題整理と解決の方向性
課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、

ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成



発注者の体制整備の検討【平常時】

協定者 協定名 協定内容の概要

国土交通
省四国地
方整備局
(一社)徳
島県建設
業協会

大規模災
害発生時
の道路啓
開に関す
る協定

（平時の準備）
第６条 甲，乙及び丙は，徳島県道路啓開計画，実施
手順書及び割付図に変更が生じた場合は，速やかに
協議を行い，各々に反映するものとする。
２ 甲は，道路啓開担当業者が災害対策基本法に基づ
く車両の移動を実施する場合に必要となる身分証明
書を，本協定に基づき道路啓開担当業者に対し，事
前に発行するものとする。

管内

ランク

東部県土整
備局

徳島管内
業者数(件)

南部総合県
民局

阿南管内
業者数(件)

南部総合県
民局

美波管内
業者数(件)

計
「徳島+阿
南+美波」
業者数(件)

土木一式(特A～D) 495 120 34 649

土木一式(特A+A) 85 29 17 131

内県BCP取得済
(取得済／特A+A)

32
（38%）

16
（55%）

8
（47%）

56
（43%）

■ 東部県土整備局「徳島」管内の土木一式業者（特A+A）の本社位置

■ 徳島県3管内のBCP認定取得企業の状況(平成29年度)

●現在、取り組んでいる以下の方策を着実に推進
●災害協定等に規定されている平常時の準備を実施するとともに、協定の相手方における実施状況等を確認
●徳島県建設業BCP 認定制度に基づくBCP認定の取得企業を促進、浸水区域と取得企業本社位置の確認

●平常時には、被災後の事業実施体制を確保するために地域防災力の向上に資する継続的な取り組みが課題

■ 災害協定における平常時の準備事項の例
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課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成

※徳島県建設業BCP認定制度
対象：県内に本社を有し土木一式工事の格付けが「特Ａ級」及び「Ａ級」の建設企業
活用：土木一式工事の格付けが「特Ａ級」及び「Ａ級」の県内企業のみが参加する

総合評価落札方式の入札で、認定企業を評価



協定締結相手 協定名

四国地方整備局
一般社団法人徳島県建設業協会

大規模災害発生時の道路啓開
に関する協定

一般社団法人徳島県建設業協会
大規模災害発生時における支
援活動に関する協定

社団法人
ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会
四国支部

大規模災害時における支援活
動に関する協定

社団法人日本橋梁建設協会
大規模災害時における支援活
動に関する協定

（以下省略）

協定締結相手 協定名

一般社団法人徳島県建
設業協会海部支部

大規模災害発生時における支援活動に
関する協定

個別企業
大規模災害発生時における支援活動に
関する協定

（以下省略）

協定締結相手 協定名

下水道事業団 美波町・日本下水道事業団災害支援協定

■ 美波町における災害協定の締結例

■ 美波町における災害時維持修繕協定

●災害協定等に基づき協定締結相手に支援を要請
●日本下水道事業団と締結している災害時維持修繕協定に基づく支援の要請 (美波町)

●応急復旧段階では、平常時に締結した災害協定等の枠組みを活用し、二次災害の防止及び本復旧までの土
木施設の機能確保に向けた迅速な体制の構築が課題

■ 徳島県における災害協定の締結例
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発注者の体制整備の検討【応急復旧段階】
課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、

ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成



「福島県版道路ＣＭ業務円滑化ガイドライン（第1版） 平成28年12月 福島県土木
部道路総室」 より

※福島県復興再生道路
に係る事業での活用

発注者の体制整備の検討【本復旧段階】

●本復旧段階では、道路や河川の早期の現況復旧が求められることから、事業費の急激な増加（量的補完）や
平常時に実績が少ない工種（質的補完）に対応するための発注者の体制整備が課題

●従来発注者が実施している業務の一部について専門的な技術面の補完といったことを含め、民間企業等に支援
業務（CM方式、事業促進PPP方式等）を委託

●大規模災害時における公共土木施設の復旧・復興事業では、関係法令の適用を前提として被災自治体は関係
機関による代行を要請できるケースもある（熊本地震等）

■ 民間企業等による支援事例（福島県・ＣＭ方式）
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課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成

ＣＭＲ

■ 国による代行事例（熊本地震）



●復興段階では、道路や河川の復旧事業に加え、大規模造成等のまち全体の面整備に係る事業費の急激な増
加（量的補完）や平常時に実績が少ない工種（質的補完）に対応するための発注者の体制整備が課題

●復興段階におけるまちづくりに係わる事業の実施においても、本復旧段階と同様に発注者の支援に民間企業へ
の業務委託を活用可能

●関係機関による代行の他に、復興事業の面整備等に係わる事業について、関係法令の適用を前提としてURに
対する事業委託が可能となるケースもある（東日本大震災等）
（美波町は、平成29 年度末時点で、事前復興事業に関してUR との間で「津波防災まちづくりに係る相互協力についての覚
書」及び「美波町における津波防災まちづくりの推進に向けた協定書」を締結している。この相互協力関係を発展させ、復興事業
に関してURに事業委託することが考えられる。）

※釜石市では防災集団移転事業、土地区画整理事業等にCMを活用（上図参照）
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発注者の体制整備の検討【復興段階】
課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、

ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成

■ ＵＲによる代行事例（東日本大震災）■ 民間による発注者支援（釜石市・ＣＭ方式）



仮橋の架設

「東北地方整備局 震災伝承館HP」 より

入札契約方式の検討【応急復旧段階】

●応急復旧段階では、発災直後から一定の間に対応が必要となる道路啓開、堤防等河川管理施設の応急復旧
工事など緊急度が極めて高い工事が対象となることから、手続きに時間をかけずに対応者を選定することが課題

●県・町の実情を踏まえ応急復旧段階での活用が考えられる入札契約の各要素を上記（実線部）のとおり整理
・県では随意契約の実績が少ないことから、災害時に適用し易いよう随意契約の選択を基本
・支払い方式は、こまめな設計変更の実施を前提に、運用に慣れている総価契約方式を選択

●競争参加者の設定方法については、被害の最小化や至急の原状復旧の観点から、「随意契約」を適用すること
が考えられる

■考えられる応急復旧段階における入札契約の要素
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課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成



入札契約方式の検討【本復旧段階】

●本復旧段階では、緊急的な対応を終え施設の恒久的な機能回復を行う事業を実施
●事業量が増大する中、恒久的な機能回復に係わる様々な技術的要求、手続期間の短縮、受発注者双方の事

務手続負担軽減等を図りながら、競争性・透明性の確保等に配慮できる入札契約方式の選択が課題
■考えられる応急復旧段階における入札契約の要素

●県・町の実情を踏まえ本復旧段階での活用が考えられる入札契約の各要素を上記（実線部）のとおり整理
・指名競争入札を適用する場合は、指名選定段階で技術的能力等を加味し、負担の少ない価格競争を選択
・これまでも指名競争入札が広く適用されていることから、段階的選抜方式は選択しない

●本復旧段階では、遅延のない事業着手・完了が達成されることを前提に、手続きの負担軽減、競争性・透明性
の確保等に配慮しつつ、入札契約に係わる各要素を組み合わせて選択することが考えられる 20

技術提案・交渉方式の事例（国道５７号災害復旧 二重峠トンネル工事）

「九州地方整備局HP」 より

課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成



入札契約方式の検討【復興段階】

●復興段階では、まちづくり（面整備）を中心とした事業を実施
●競争性・透明性の確保等とともに、まちづくりに係わる様々な要求に配慮できる入札契約方式の選択が課題

■考えられる応急復旧段階における入札契約の要素

●県・町の実情を踏まえ復興段階での活用が考えられる入札契約の各要素を上記（実線部）のとおり整理
●復興段階におけるまちの面整備等に係わる工事については、設計と施工を行う者を選定した上で設計の詳細が決定した段階で

価格等の交渉を行い、工事契約を締結する方式（技術提案・交渉（設計交渉・施工）タイプ方式）の適用も考えられる
●発注時において現場条件の不確定要素が多く、当初契約時と施工時の数量の乖離が大きい工事については、実態に即した支払

い方式（単価契約やコスト+フィー契約）の検討も必要
21

コストプラスフィー契約・オープンブック方式（復興ＣＭ方式の例）

課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成

コストプラスフィーの標準的な流れ

ＵＲ都市機構

受注者（ＣＭＲ）

原価管理会議

第三者機関監査

専門業者

原価参入・専門業者支払いチェック 出来高、出来形の確認

受領支払伝票等の整理

人件費・業務経費

原価情報の開示 ⇒オープンブック方式

口座出入金明細書

出来高の確認

フィーを載せて支払い

設計・工事等実施

支払請求 支払い

専用口座の開設

総価契約方式

段階的選抜方式

技術提案・交渉方式

総合評価落札方式

価格競争方式

随意契約

指名競争
入札

一般競争
入札

契約方式
競争参加者
の設定方法

落札者の選定方法 支払い方式

設計や工事の施工のみを
発注する方式

設計・施工一括発注方式

詳細設計付工事発注方式

総価契約単価
合意方式

コスト＋フィー
契約・オープン
ブック方式

単価・数量精算
契約方式設計段階で工事費の

交渉を行う方式

など など など

設計段階から施工者が関与
する方式（ＥＣＩ方式）

※実態に即した支払い方式



対策事項 概 要

①施工箇所が点在する工
事の間接費の算定

施工箇所が１ｋｍ以上離れている場合は、積算時に箇所毎に間接工
事費（共通仮設費、現場管理費）を算出する。

②実勢価格を反映した公共
工事設計労務単価の設
定

建設企業への調査や統計調査の結果等（現時点で得られる被災地
の労務費の実態を表わす調査すべて）を活用した最新月への補正
係数を算出し、現在の設計労務単価に乗じて補正する。

③被災地における間接工
事費の補正（復興係数）

資材やダンプトラック等の不足による作業効率の低下等により、間
接工事費（共通仮設費および現場管理費）が増大することに対して、
補正係数（復興係数）による補正を行う。

④被災地における工事歩
係りの補正（復興歩係り）

資材等の不足による作業効率の低下による日当り作業量の低下が
発生することに対して、歩係りの補正（復興歩係り）を行う。

⑤資材価格の見積活用 急激な価格変動がみられる資材等に関して、積算において見積を活
用する。

⑥建設資材・労働力確保の
ための「余裕期間」活用

人材や資材の確保のための期間（余裕期間）を設定した契約とする。

⑦地方機関の発注権限の
拡大

発注ロットの拡大等に対応し、地方機関における発注権限の拡大を
行う。【（例）県における各庁舎の発注権限：現行2億円】

⑧発注見通し公表 施工者が施工体制の確保等を行う基礎情報として、発注見通しの公
表に関して内容・頻度の充実を図る。

⑨業団体との課題等の共
有化

建設業協会等の協議を通じて、課題等の共有化を図り施工確保対
策への反映を図る。

施工確保対策の検討【本復旧・復興段階】

●本復旧・復興段階の発注準備・積算においては、資機材の不足・高騰等により市場環境が急激に変動するため、
官積算と市場の実態の乖離を要因とした不調・不落が多発する恐れがある

■発注準備・積算に係る施工確保対策

●施工確保対策の一環として、「発注準備・積算に係る
施工確保対策」を講じ、実態に即した適正な積算や
工期設定等に取り組むことが考えられる 22

施工箇所が点在する工事の間接費の算定

建設資材・労働力確保のための「余裕期間」活用

課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成



対策事項 概 要

①入札参加資格（地域
要件）の緩和

入札参加者に対する地域要件に関して、被災地域外の施工者の参加
等、地域要件を緩和する。

②指名競争入札の積
極活用

平常時に比して指名競争入札の対象工事範囲を拡大する。
【（例）県における指名基準の適用基準：1000万円未満→引き上げ】

③発注標準の運用変
更（等級要件の緩和）

平常時に比して、入札参加可能等級を拡大する。
【（例）県・町における土木A参加可能額：5000万円～2億円→引き上げ】

■入札契約に係る施工確保対策（競争参加者の設定）

施工確保対策の検討【本復旧・復興段階】

●施工確保対策の一環として、「入札契約に係る施工
確保対策」を講じ、入札参加要件の緩和や手続き負
担の軽減等に取り組むことが考えられる

対策事項 概 要

①手続き負担の少ない
総合評価落札方式の
適用範囲の拡大

総合評価落札方式において種々の方式がある中で、「施工能力審査
型」等の受発注者にとって手続負担が少ない方式の適用範囲を拡大す
る。

②入札成立要件の緩
和（1者入札の承認）

平常時には、競争性が確保されないということから不調としている1者入
札を承認する。

③一括審査方式の活
用

複数の案件に共通した競争参加資格や総合評価に係る実績や技術提
案テーマを設定し、一括して資格審査を行う。

■入札契約に係る施工確保対策（落札者の選定方法）

入札参加資格（地域要件）の緩和の事例（宮城県）

宮城県では、発注の本格化に伴い入札不調が増加傾向にあり、今
後の発注量について沿岸部と内陸部で極端な格差が生じることが
見込まれることから、地域要件を地域ブロック毎に設定すること
が基本となっている案件についても、地域要件を県内として設定
できることを可能としている。

地域ブロック内の地域要件の設定が基本となっている案件
設計額（税込）が1億円未満で施工実績条件を設定しない工事
指定する地域（複数）ブロック内に本社を有する業者が施工可
能な工事
各5ブロック（隣接2ブロック）における発注業種・ランクの
業者数が30者以上

入札参加資格（地域要件）の緩和の事例（福島県）

福島県における平常時の地域入札要件は、工種・規模に応じて
「管内」、「隣接3管内」、「県内」、「全国」の4つの区分で設
定し、当初入札が不調となった場合は1段階広域の要件に広げて再
公告することを認めている。これに対し、復旧事業では現行の地
域要件の範囲内で最大の地域まで拡大可能とし、競争参加者の確
保に取り組んでいる。

・現 行：入札不調後は、区域を次の段階の地域まで拡大するこ
とができる。

・改 正：入札不調後は、現行の地域要件の範囲内で最大の地域
まで拡大可能とする。

課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成
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●本復旧・復興段階の入札契約においては、建設市場の需給バランスの変化により競争参加者数の減少が見込
まれる中、平常時と同水準の参加要件を設定することも不調・不落の発生要因となり得る



■ 施工段階の施工確保対策

24

施工確保対策の検討【本復旧・復興段階】

対策事項 概 要

①常駐・専任要件の緩和 現場代理人や主任（監理）技術者に対する常駐や専任に関する要件
を緩和する。

②スライド条項の運用 工事請負契約書の（賃金水準又は物価水準の変動に基づく請負代
金額の変更）第25条の物価変動に係わる契約額変更に係わる規定
を適切に運用する。

③遠隔地からの資材調達
に係わる設計変更

地域外から資材を調達するために施工者が必要とする輸送費等の
調達費用について、設計変更対応により発注者が確実に支払うこと
を条件に契約する。

④被災地外からの労働者
確保に係わる設計変更

地域外から技術者・労働者を確保するために施工者が必要とする宿
泊費や長距離通勤費用について、設計変更対応により発注者が確
実に支払うことを条件に契約する。

⑤請負契約締結後におけ
る単価適用年月日の変
更

資材価格の上昇や公共工事設計労務単価が見直しの実施など、積
算時点で設定した単価と請負契約締結時点の単価が異なる場合に
設計変更で対応する。

⑥前金払いの割合等 特例措置による前金払いの割合増加及び使途の拡大を活用する。

⑦受注者からの請求によ
る工期延長

資材、労働力の不足に伴う施工効率の低下が生じた場合に、契約書
の「受注者からの請求による工期延長」に関する規定を活用する。

⑧資機材調達不能時にお
ける工事一時中止の有
効活用

資材の調達ができず、工期内の工事完了ができない見通しとなって
いる工事に関して、受注者からの申し出に基づいて工事の一時中止
を行う。

●施工確保対策の一環として、「施工段階の施工確保
対策」を講じ、常駐・専任要件の緩和や工事の一時
中止の有効活用等に取り組むことが考えられる

常駐・専任要件の緩和：現場代理人の常駐義務の緩和（熊本県）

熊本県では、専任の主任技術者の配置を要しない小規模な工事の
みを施工する場合、次のとおり現場代理人の兼任を認めることと
した。

（従前）同一地域振興局管内の3件以内で合計3千5百万円未満の工
事について兼任可

（改正）同一地域振興局管内の3件以内で合計7千万円未満の工事
について兼任可

資機材調達不能時における工事一時中止の有効活用（北海道）

【イメージ図】
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★事務処理フロー

・入札公告（一時中止可、中止期間中現場代理人・技術者配置不要(連絡員要）、工期延期有り等を特記、お知らせに明記）
・入札執行、落札者決定
・受注者より速やかに一時中止申し入れ、建設管理部は２月末を限度として申し入れ承諾
・資材調達の目処が立った時点で一時中止解除申し入れ、建設管理部承諾
・工期変更の上、工事再開。前払い請求。

★Ａ期間の取扱い

・現場着手までの間現場代理人、技術者の配置は要さず、連絡員を配置。
・一時中止及びそれに伴う工期延期を受注者の責めとしない。
・仮に打ち切りになった場合も受注者の責めとしない。
・工事に着手していない間、緊急対策や現場の維持管理は受注者の責めとしない。

★Ｂ期間の取扱い

・工程表、施工体制等関係資料提出
・前払金請求、支払い

「北海道HP」 より

課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成

●本復旧・復興段階の施工においては、限られたリソース（技術者・技能者・資機材等）で多くの工事を実施する
必要があるため、平常時と異なる柔軟な運用が必要



目次構成 記載内容

1. 想定される災害後の状況

1.1 想定される被害状況 事業費の急激な増加等、災害後の事業実施状況想定される事業実施面に関する災害後の状況

1.2 復旧・復興事業で想定される課題 上記の状況及び東日本大震災等の状況から推定される入札・契約の課題

1.3 手引きに示した対応策の全体像 各復旧・復興段階における対応策の全体像（総括表）

2. 平常時からの対応

2.1 現行の入札契約制度 徳島県、美波町の現行入札制度の概要

2.2 入札契約の要素 契約方式、競争参加者の設定方法等の入札契約の基本的構成要素

2.3 平常時からの対応 防災協定の締結等の平常時から実施している対応事項の内容

3. 応急復旧段階

3.1 発注者の体制整備 応急復旧段階における体制整備の手法

3.2 入札契約方式 応急復旧段階における入札契約方式

3.3 施工確保対策 応急復旧段階における施工確保対策

4. 本復旧段階

4.1 発注者の体制整備 本復旧段階における体制整備の手法（関係機関及び民間）

4.2 入札契約方式 本復旧段階における入札契約の手法

4.3 施工確保対策 本復旧段階の施工確保対策

5. 復興段階

5.1 発注者の体制整備 復興段階における体制整備の手法（関係機関及び民間）

5.2 入札契約方式 復興段階における入札契約の手法

5.3 施工確保対策 各種の施工確保対策の手法

手引き（案）の作成

●復旧・復興の段階毎に「発注者の体制整備」、「入札契約方式」、「施工確保対策」を検討し、復旧・復興におけ
る入札契約等の手引き（案）を作成

●作成した手引きを関係者間で共有し、大規模災害に伴う復旧・復興事業を円滑に実施するための入札契約方式
の備えに向けた整備を推進する 25

課題整理と解決の方向性発注者が抱える課題、
ニーズの抽出応募事業の概要確認 発注者による事業推進支援フロー 入札契約方式の検討 手引き（案）の作成


